


序　　　　　　文

　日本国政府は、ソロモン諸島政府の要請に基づき、ニュージョージア諸島村落林業計画調査を

実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとなりました。

　当事業団からは、本格調査に先立ち、その円滑かつ効率的な実施を図るため、平成12年３月12

日から４月５日の25日間にわたり、林野庁指導部研究普及課柴田晋吾氏を団長とする事前調査団

（予備）を現地に派遣しました。

　同調査団は、ソロモン諸島国政府関係者との協議並びに現地踏査を行い、要請背景・内容など

を確認し、本格調査に関する協議議事録（Ｍ／Ｍ）に署名しました。その後、本議事録に基づき

実施細則（Ｓ／Ｗ）の署名を行いました。

　本調査報告書は、本格調査実施に向け、参考資料として広く関係者に活用されることを願い、

取りまとめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成 12 年６月

国際協力事業団
理 事 　 後 藤 　 洋











ソロモン諸島主要指標

Total land area(ha) 2,799,000

Total natural forest area 1990(ha)/% of total land 2,394,000/85.5%

Annual deforestation 1980-1990(ha)/rate 5,000/0.2%

Reported plantation area 1990(ha) 16,000

Annual reforestation 1990(ha) 300

Other wooded lands 1990(ha) 45,000

Population 1990/growth % 1980-1990 320,000/3.5%

GNP per capita 1990 US$ 590

Source:National Forestry Action Programmes update,July 1995,FAO

Population 1995/density(/km2)/growth % 1990-1995 400,000/13.5/3.3%

Rural population 1995 % 82.8%

GNP per capita 1993 US$/Growth rate 1985-1993 750/2.5%

Total forest area 1995(ha)/% of total land/per capita 2,389,000/85.4%/6.3

Total natural forest area 1995(ha) 2,371,000

Decreased forest area 1990-1995(ha) 23,000ha

Annual decreased forest area/its rate % 1990-1995 5,000/0.2%

Source:State of the World’s Forests 1997, FAO

木材生産・消費・輸出量

1000 CUM

1993 1994 1995 1996 1997

Roundwood production 468 766 872 872 872

Roundwood consumption 118 173 169 107 172 426

Fuelwood+charcoal production 138 138 138 138 138

Fuelwood+charcoal consumption 138 138 138 138 138 342

Industrial roundwood production 330 628 734 734 734

Industrial roundwood consumption -20 36 31 -31 34 84

Industrial roundwood imports - - - - -

Industrial roundwood exports 350 592 703 765 700

Industrial roundwood exports(1000US$) 80,999 112,005 113,522 127,449 130,000

Sawlogs+veneer logs production 330 628 734 734 734

Sawlogs+veneer logs consumption 330 628 734 734 734 1817

Sawnwood+sleepers production 16 12 12 12 12

Sawnwood+sleepers consumption 6 - 2 2 8 20

Source:FAO yearbook Forest Products,1997

m3/1000
capita



略語リスト

ＣＦＣ Christian Fellowship Church

ＤＦＥＣ Department of Forests, Environment and Conservation

ＦＳＣ Forest Stewardship Council

ＩＣＣＯ Interchurch Organization for Development Cooperation

ＫＦＰＬ Kolombangara Forest Products Limited

ＲＤＴＢ Rural Development Trust Board

ＳＩＤＴ Solomon Islands Development Trust

ＳＷＩＦＴ Solomon Western Island Fair Trade

ＵＣ United Church

換算レート

cash: 1 SI $=0.2097 US$=0.3400 Aus$=24.9357 yen

T/C: 1 SI $=0.1994 US$=0.3255 Aus$=21.5100 yen

（2000 年３月 14 日付）
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第１章　 調査の目的と概要

１－１　調査の目的

　ソロモン諸島は国土面積約280万 ha、総島数 922島から成る島嶼国であるが、森林面積は国土

の約 88％、約 240 万 ha にのぼっている。林業セクターは同国において漁業に次ぐ外貨獲得手段

であったが、90年代に入り急激に木材の輸出量が増加し、1995 ～ 1997 年ベースで漁業を抜いて

全輸出総額の 50 ～ 60％を占めた。

　しかし、同国における森林面積 240万 haのうち、伐採技術やアクセス等の諸条件から商業林と

して利用可能な森林は約60万 haのみと見積もられている。現在、年間伐採許容量 325,000 ｍ3の

２～３倍の伐採が行われており、このままの状況が続くとあと 10 年程度で伐採可能な森林資源

が枯渇すると見られている。森林資源の枯渇は林業の衰退を招き同国の経済に大きな打撃を与え

ることが予想される。

　調査対象地となるウェスタン州ニュージョージア諸島は、こうした大規模な商業伐採が最も進

んだ地域であるが、慣習地に係る土地問題、造林技術、資金調達を理由として伐採跡地への造林

が進んでいない。

　このような問題に対し、ソロモン諸島政府は全国土の87％を占める慣習地における造林事業の

振興を重視し、ドナーとＮＧＯがプロジェクトを実施しているが地域住民に根付かせるには至っ

ていない。

　上記の背景から、1998年９月にソロモン諸島政府は、我が国に対し社会林業による荒廃森林の

復旧計画策定に係る開発調査の実施を要請してきた。提出された要請書及び国内で入手可能な資

料のみでは、本格調査の内容を策定するに十分な情報が得られないため、Ｓ／Ｗ協議に先立ち要

請の内容を確認するとともに協力の範囲を明らかにするために、事前（予備）調査団を派遣し

た。

　また、事前（予備）調査団により本格調査の意義とスコープを明らかにすることができたた

め、Ｓ／Ｗ協議を目的とする調査団を派遣することはせず、ソロモン調整員事務所を通じて文言

を詰めたあとに、国際協力事業団林業水産開発調査課長と環境天然資源省次官の間でＳ／Ｗと

Ｍ／Ｍの署名を行った。

１－２　調査団の構成

（1）総括／森林管理　柴田　晋吾　　林野庁指導部研究普及課課長補佐

（2）調査企画　　　　上條　哲也　　ＪＩＣＡ林業水産開発調査課課長代理

（3）林　　業　　　　田邉　真次　　日本林業技術協会

（4）社会経済　　　　岡部　寛　　　アイ・シー・ネット株式会社
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１－３　調査日程

期間：平成 12 年３月 12 日（日）～平成 12 年４月５日（水）25 日間

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

　　　　　　　　　　　行　　　程

東京発21:45 JL761

ブリスベン着7:25、同発16:30QF371、ホニアラ着20:30

ＪＩＣＡ事務所打合せ、日本大使館表敬、開発計画省表敬

天然資源省森林環境保全局表敬、協議

ドナー訪問（ＮＺ、ＥＵ、AusAID）、林業局長協議

ホニアラ発7:30IE140、ムンダ着9:00、ＫＦＰＬ社訪問

Kohinggo島 Sychor village訪問

柴田団長合流、団内打合せ

森林研究所協議、Rikiriki village Liozuzulongo Project 訪問、
ＳＷＩＦＴ訪問

チャーター機にて森林状況把握、ホニアラ着16:00

ワークショップ「慣習地における植林」出席

同上出席

森林環境保全局にてミニッツ協議

Rural Development Trust Boardと意見交換

資料整理

ミニッツ協議、署名

日本大使館、ＪＩＣＡ事務所報告、柴田団長帰国林業局にて文献収
集、協議、ＪＩＣＡ事務所にて打合せ

伊藤忠林業より情報収集、Forest Management Project につき情報収
集、新土地法につき情報収集、上條団員ＰＮＧ向けホニアラ発

ＳＩＤＴ訪問、再委託候補先調査、林業局長協議

Plywood工場見学

資料整理

資料整理

林業局長打合せ

ＪＩＣＡ事務所報告、ホニアラ発17:50QF372、ブリスベン着19:50

ブリスベン発9:30JL762、東京発17:20

宿泊地

機中泊

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

リンギ

ムンダ

ムンダ

ムンダ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ホニアラ

ブリスベン

曜日

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

月日

３月12日

３月13日

３月14日

３月15日

３月16日

３月17日

３月18日

３月19日

３月20日

３月21日

３月22日

３月23日

３月24日

３月25日

３月26日

３月27日

３月28日

３月29日

３月30日

３月31日

４月 １日

４月 ２日

４月 ３日

４月 ４日

４月 ５日
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１－４　面談者一覧

（1）Department of Forests, Environment and Conservation, Ministry of Natural Resources

Mr.Gordon Mara, Minister

Mr. Eddie Alanate, Permanent Secretary

Mr. Peter Sheehan, Commissioner of Forests

Mr. Gideon Bouro, Chief Forest Officer,  Planning Unit

Mr. J.W. Iro, GIS, Planning Unit

Mr. Basil Gua, Senior Forestry Officer, Munda

Mr. Julio Kelivani, Assistant Forest Officer, Munda

Mr. Adam Williams, Supporting Staff

（2）New Zealand High Commission

Mr. Nick Hurley, High Commissioner

（3）ＥＵ

Mr. Stefano Corrado, Natural Resources Advisor

（4）Australian Agency for International Development

Mr. Nathaniel daWheya, Senior Program Officer

Mr. Keith Dolman, Team Leader of Forest Management Project

（5）Kolombangara Forest Products Limited （ＫＦＰＬ）

Mr. Moray Iles, Forester

（6）Sychor Village

Mr. Jakson Muiiau, Project Leader, Elderly Group

Mr. Patt Loe, Former Permanent Secretary of Province

（7）Rikiriki Village

Mr. Nathan Hisa Kama, Leader of Liozuzulongo Project
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（8） Solomon Western Island Fair Trade（ＳＷＩＦＴ）

Mr. John Sasabule, General Manager

Mr. Silas Teu, Head Forestry

（9）Rural Development Trust Board（ＲＤＴＢ）

Mr. Grant Doran, Chairman

Dr. Jim Davie, Senior Lecture, School of Natural and Rural Systems Management,

The University of Queensland

Mr. Opportunity Kuku, Representative in Solomon Islands

（10）伊藤忠林業株式会社

鈴木　隆司　海外技術部

（11）Solomon Plywood Limited

Mr. Alfredo C. Roxas, Managing Director

（12）在ソロモン日本国大使館

Mr. Yutaka Hirata　代理大使

宮本　陽介　　　　一等書記官

（13）ＪＩＣＡ事務所

濱田　眞一　事務所長

Ms. Rieko Fukushima　在外専門調整員



－ 5 －

第２章　調査結果要約

２－１　協力の必要性と意義

　ソロモン諸島はその国土の78％が森林で覆われ、丸太等林産物の販売がＧＤＰの８％、外貨収

入の 50 － 55％を占めており、林業セクターは国家経済にとって極めて重要な位置を占めてい

る。また、森林の 87％が伝統的に部族によって所有されている土地（tribal land）であり、土地

利用をめぐる争いが絶えない。

　木材伐採量は 1980 年代においては 30万ｍ3から 40万ｍ3の水準で推移していたが、1990 年代

に入ってから大幅に増加し、1995 年から 1996 年にかけては 80万ｍ3に達した。これは年間許容

伐採量とされる32万5,000ｍ3の２倍以上の水準となっている。このような過伐が今後も続けら

れると伐採可能な資源はあと10年程度で枯渇すると見込まれている。

　このため、ソロモン諸島政府は 1996 年に策定された伐採規則（Code of Practice for Timber

Harvesting）の実効性を確保するため、企業に対する伐採権等の販売に先だって森林利用計画の

策定とその計画の森林所有を主張する者への縦覧及び異議申し立てプロセスを新たに取り入れた

新森林法（The Forests Act 1999）を策定し、本年２月にその施行を開始したところである。こ

の関連でオーストラリアによる新森林法の実施のための体制整備の支援プロジェクトが開始され

ているほか、適正な伐採活動に対する支援としてＥＣ等の支援を受けてＮＧＯ（非政府団体）で

あるＳＷＩＦＴ（Solomon Western Islands Fair Trade）による Ecotimber の生産・販売の活動等

が実施されている。

　また、拡大している荒廃森林の復旧の重要性が強く認識されている。このため、本調査団の訪

問中に「部族所有の土地の復旧造林」をテーマに、天然資源大臣、次官、森林局長及び計画関係

者、関係ドナー（オーストラリア、ニュージーランド、ＵＮＤＰ（国連開発計画）、 ＥＣ等）、

ＮＧＯ、土地所有者、関係企業等が参画して２日間にわたる会議が開催され、造林の取り組みに

ついての議論が行われた。この会議においてこの面におけるＪＩＣＡ等の協力について強い期待

が表明された。木材伐採の主要な地域であるニュージョージア諸島においては、ニュージーラン

ド等が活動を行ってきているが、地域住民による造林等の努力を根づかせるまでには至っていな

い。このため、新たに部族・住民との共同による造林計画の策定及びその試行をモデルコミュニ

ティーにおいて行い、復旧造林（郷土樹種を含む）のための計画のガイドライン及び普及マニュ

アル等の策定によるノウハウの提供を行うことが、往々にして紛争を生じがちな部族所有の荒廃

地の復旧の糸口を見いだすうえで重要であると考えられる。なお、ソロモン諸島政府は開発調査

に続いてプロジェクト方式技術協力、及び個別専門家の派遣等に対して期待を表明しており、今

後検討が必要である。
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２－２　本格調査の目的と内容

２－２－１　調査の目的

　ニュージョージア諸島における慣習地での村落ベースの造林を振興するために、政府担当官対

象の計画作成ガイドラインと村落リーダー向けの普及マニュアルを作成する。また、調査の過程

を通じてカウンターパート（Ｃ／Ｐ）に技術移転を図るものとする。

　村落レベルの造林を振興したいというのが先方政府の意向であるが具体的なシナリオは有して

いなかった。調査団内で検討したが、要請書にあるようにマクロの視点で衛星画像と航空写真を

用いて基本情報を整理した後に地区を絞り込むという発想は、村落林業の適地を絞り込む視点が

特にないこと（土地利用植生といった自然条件よりも村落の社会経済条件が重要である）、村落調

査を行うにも 50 万 ha という広大な範囲では実行不可能であることから非現実的と判断した。

　村落レベルのミクロのアプローチが必要であるという認識の下、検討を行った。検討の結果、

村落レベルの計画作成自体は他ドナー・ＮＧＯが行っているが事業の進捗が進んでいないことか

ら、特に社会面を考慮した試験ベースの事業をスコープに含めてその評価結果を計画作成ガイド

ラインにフィードバックさせる、とのコンセプトとした。そのスコープは以下のとおりである。

　また、自然条件よりも住民組織または土地所有形態といった社会経済要因が影響する事業では

計画レベルの成果品を作成することは難しいとの判断からガイドラインを成果品とした経緯があ

る。

２－２－２　調査計画名

　ニュージョージア諸島村落林業計画調査

２－２－３　調査地域

　ウェスタン州ニュージョージア諸島

２－２－４　調査範囲

（1）既存データと情報の収集と分析（自然、社会経済、環境、特に土地所有形態と他の社会要

因に焦点を当てる）

　オーストラリア作成のインベントリー、独立以前のイギリス作成の各種主題図等を参照

（一部収集済）、特にオーストラリアのインベントリーは木材資源のみでなく社会経済と環境

情報も含めて整理されており、現時点での最新情報である。

（2） 村落ベースの森林管理政策、関連プロジェクトの成果、知識と教訓のレビュー

　ニュージーランド、ＳＷＩＦＴ、ＳＩＤＴ（Solomon Islands Development Trust）、ＲＤＴＢ
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（Rural Developmet Trust Board）等の村落ベースの林業プロジェクトを参照（一部報告書収

集済）、予備調査団時に訪問できなかったＳＷＩＦＴの村落ベースの天然林管理（持続的施

業）、韓国系の Eagon 社の慣習地における造林事業、ＲＤＴＢのプロジェクトサイトである

ドゥヴァハ（Duvaha）村は調査のベースとなるムンダ（Munda）からも近く早期に情報収集

と意見交換を行う必要がある。

（3） 衛星画像を用いた土地利用林相図（１／ 15万）の作成

　1989年と2000年のLANDSAT-TM衛星画像を用い、過去10年の植生の変化と現在の土地

利用林相図を縮尺１／ 15 万で作成する。縮尺は現存の主題図と同じとした。

（4） ソロモン政府提案する村落の候補の中からモデル村落の選定

　予備調査時点ではムンダ付近で、サイカ（Sychor）、リキリキ（Rikir ik i）、プドコナ

（Pudokona）  の３村が候補としてあげられたが、本格調査時点では６～７村のなかから農村

調査を行ったうえで２～３村を選定することが望ましい。その際に、自然社会条件から何ら

かのタイプ分けができ各タイプごとに村が選定できればよい。調査対象地域はニュージョー

ジア諸島全体であるが、実際はカウンターパートの同行とムンダからのアクセスを考慮しな

ければならないと思われる。

（5） モデル村落を対象に村落ベースの造林計画（ＣＢＲＰｓ）の作成

　プロジェクト期間を約１年半とするプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を

住民参加の下に作成し、モニタリングと評価を行うというイメージである。人工造林につい

てはその造林データが存在するが、天然林については先方の要望は強いが造林データがなく

実際に造林計画作成が可能か否か、その取扱いを住民意向も踏まえてＣ／Ｐと議論のうえ決

定する必要がある。

（6）ＣＢＲＰｓの試験的実施

　本格調査団は半年ごとに対象村を訪問するが、現地ＮＧＯ等を用いてより頻繁にモニタリ

ングを行う。

（7）ＣＢＲＰｓの効果と適応性の評価

　ＰＤＭに従い５項目評価（効率性、達成度、インパクト、妥当性、持続性）を行う。
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（8） 政府担当官向け村落ベース造林事業計画ガイドラインの作成

　調査開始後２年間にて収集した情報とＣＢＲＰｓの知見を基に、将来 10 年間程度を意識

した調査対象地全域で村落造林を振興するためのＰＤＭをカウンターパートと他ドナー及び

ＮＧＯの参加の下に作成し、成果を達成するための各活動の項目ごとにその方法を記載する

（実際の記載ぶりはCode of Practice for Timber Harvesting の村落ベースの人工造林版のイメー

ジ）。

（9） 住民向け普及マニュアルの作成

　各村落でリーダーが住民に研修するテキストとして用いることが可能な育苗、造林作業を

絵を用いて説明するマニュアルを作成する。

２－２－５　調査スケジュール

　第１次現地調査でＣＢＲＰｓの計画作成と同時に試験的事業の準備をする必要がある、第２次

現地調査ではＣＢＲＰｓを立ち上げると同時に住民への研修を行う。

　第３次と第４次現地調査ではＣＢＲＰｓのモニターと評価を行うが、第４次ではガイドライン

作成のための関係者参加の下にワークショップを開催する。

（1）全体期間　2000 年８月～ 2003 年３月（32 か月）

（2）国内事前準備：既存資料・情報の収集（2000 年 8 月）

（3）第１次現地調査：（2000 年９月～ 2000 年 12 月）

　関連データと情報の収集、政策と関連プロジェクトのレビュー

　社会経済及び技術調査の実施とモデル村落の選定

（4） 第１次国内作業：（2001 年１月～ 2001 年３月）

　モデル村落対象村落ベースの造林事業計画（ＣＢＲＰｓ）作成

（5） 第２次現地調査：ＣＢＲＰｓの試験的実施（2001 年５月～ 2001 年７月）

（6） 第３次現地調査：ＣＢＲＰｓのモニター（2002 年１月～ 2002 年２月）

（7） 第４次現地調査：ＣＢＲＰｓの評価、ガイドライン作成のためのワークショップ開催（2002

年９月）

（8） 第２次国内作業：最終報告書案（Ｄｆ／Ｒ）の作成（2002 年 10 月～ 2002 年 11 月）

（9） 第５次現地調査：Ｄｆ／Ｒの説明協議、技術移転セミナーの実施（2002 年 12 月）

（10） 第３次国内作業：最終報告書（Ｆ／Ｒ）の作成（2002 年３月）
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２－３　森林環境保全局との協議

２－３－１　第１回目

　３月 15 日（水）と 16 日（木）に事前に送付した質問票に基づき、林業と森林管理の現状、要

請のあった開発調査の背景と対象地の概要、関連資料の有無を調査した。回答は要領を得ないも

のが多かったが主要な点は以下のとおり。

（1）林業と森林管理の現状

　前政権の1995～1997年に許容伐採量の３倍の伐採が行われ今後天然林の木材資源は10～

15年で枯渇するといわれている。新政権が1999年に新森林法ドラフトを作成し、今後持続

的な林業資源の利用と利益の公平な配分及び国内の林産加工の振興を図っていく予定であ

る。基礎資料としては 1995 年２月に提出されたオーストラリアによる森林資源インベント

リーが唯一のものである。

　また、政策を具体に施行するアクションプランは現在なく、土地利用計画又は森林管理計

画といったものも有していない。

　新森林法の内容は以下の６点からなり持続的な収穫を達成したいとしている。

・歳入の強化

・伐採量の許容レベルまでのダウン

・環境インパクトを最小にする伐採方法

・人工造林の生産性向上

・国内林産加工の振興

・プランテーションプログラムの継続

（2）開発調査の背景

　調査対象地であるニュージョージア諸島の自然、社会、環境の資料の提供は特になく、選

択された理由は伐採により劣化した森林が多いためとのことであった。また、計画作成対象

となる具体な地区の設定も未定であった。林業全体での問題点を質問したところ、コミュニ

ティーベースの植林と郷土樹種に対する研究開発との回答であった。

　要請にある慣習地における造林事業のみではなく、政府所有地における造林計画について

も先方の意向を問い合わせたが、政府所有地を民間及び村落に所有形態を移行させる現在の

政策下では、政府自らが造林は行わないためその意向はないとの回答であった。

　慣習地は権利構造が複雑であり植林事業を行う場合、住民の意思統一、利害調整が困難で

あり、植林地の設定と収穫物の利益配分等で争いが起こるのではないかと問い合わせたとこ

ろ、コミュニティー次第であり植林に適当な対象村を選定することは可能との回答であっ
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た。先方の意見は楽観的でありドナーの意見との乖離が大きく、まずは現地調査にて現状を

把握することとした。

（3）既存資料の確認

　林業局内で以下の資料を確認した。

・Physiography and Phsiographic Regions, 1/250,000, 1974

・Agricultural Opportunity Areas, 1/150,000, 1974 （購入済）

・Land System and Land Regions, 1/150,000, 1974

・Land Use 1962 to 1969, 1/150,000

・Forest Type, 1/150,000, 1974

・Color Aerial Photograph, 1/25,000, 7/October/1991（一部紛失あり）

・Vol. Six, Western Province, Solomon Islands National Forest Resources Inventory,

February,1995

・National Environmental Management Strategy

・Land Resource Study, 18 Land Resources of the Solomon Islands Volume 1, Introduction

and Recomendations

２－３－２　第２回目

　現地調査とワークショップ参加を終えたあとの３月24日（金）に当方から開発調査のTerms of

Reference（ＴＯＲ）を先方に提案した。当方の調査の提案骨子は以下のとおりである。

　全国土の87％を占める慣習地におけるコミュニティーベースのプランテーションの進展が、当

国の持続的な林業を実現するうえで重要であるとの認識の下、過去の事例と知見のレビュー及び

モデル村落で主に社会面を重視した試験ベースの事業を実施し、その評価結果を用いて政府担当

官向けの計画作成ガイドラインとコミュニティーのリーダー向けの普及マニュアルを作成する。

　当方の提案に対する先方の意見は、郷土樹種の試験研究と衛星画像を用いた荒廃森林地図の作

成を含めたいというもので、その他は当案に賛成であった。

　郷土樹種については、伐採後蔓が繁茂し未利用となっている劣化した天然林の林分改良を計画

に含めれば対応可能と判断される。一方、衛星画像についてはモデル村落の選定に直接利用され

るものではなく、先方にその意図を質問したところ、今後対象村落を拡大する場合に衛星画像に

よる森林劣化の度合いをコミュニティーに示し事業の意義を理解させたい、としていた。先方の

意図はイメージが欲しいといった程度で直接計画作成に関係しないが、コミュニティーベースの

植林事業を今後拡大するための計画ガイドラインに反映させることが可能であれば、調査に含め

る意義はあると判断される。ただし、まずは良質な画像の有無と工程及び経費を調査のうえ取り



－ 11 －

扱いを検討することとした。

　別添２のミニッツにあるとおり調査のスコープは今回協議によりほぼ決定したが、本格調査開

始までに検討を要する事項は以下のとおりである。

・実証調査の対象とする項目の設定

　モデル村落での計画の実施期間は 2001 年５月から 2002 年９月までの 17 か月であり、そ

の期間内におおよその結果が判明する項目のなかから、計画作成時に重要となる項目とその

内容を整理する必要がある。

・計画ガイドラインのアウトプット

　本調査の成果品となる本ガイドラインのインプットは、過去の事例のレビューと知見、モ

デルコミュニティーでの実証調査、また必要に応じニュージョージア諸島の森林劣化地図で

ある。以上を用いていかなるアウトプットを出せるのか、検討を要する。

２－４　現地調査概要

２－４－１　各ドナーの動向

（1）ニュージーランド

　1985 年から５年間パイロットマライタ植林プロジェクトを島の２か所にて実施した。ま

た、その後1990年３月から1997年３月まで慣習地における植林プロジェクトを実施してい

る。大使に対応いただいたため詳細は不明であるが、今後も同様のプロジェクトを行うかは

現在未定であり戦略チームが検討を行う予定とのことであった。

　また、コミュニティーベースでは土地所有に係る問題が発生するため対象を家族単位にし

たほうがよいこと、慣習地の境界と権利関係を明確にすることは困難であること、プロジェ

クトが遅滞した原因はソロモン側の普及活動が機能しなかったこと、住民にとってのインセ

ンティブは薪炭ではなく現金収入であること、等を聴取した。現在の森林政策は良いが実施

能力が弱いこと、木材伐採量を減少させることは困難であるとのことであった。

（2）ＥＵ

　ＮＧＯを通じた資金援助を行っている。聴取した活動は以下のとおり。

・Forest Stewardship Council（ＦＳＣ）認証を進める Eco-Timber marketing project 。

・木材の伐採量を押さえることにより生じる歳入減を補填する Stabex と Transters の２

プログラムからなる Eco-Forestry project 。

・コミュニティー又は土地所有者が持続的な森林管理から生産するEco-timberを加工し

たうえでオランダへ輸出する Solomon Western Islands Fair Trade（ＳＷＩＦＴ）。

・終了案件であるIsabel Sustainable Forestry Management Project、100ha、３年間でEco-
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timber を生産したが、地元のマネージメントが不十分であったとのこと（評価報告書

入手済）。

　慣習地における植林事業の注意点として、社会・土地・文化への配慮とともにサイトへの

アクセスとロジステックの確保をあげていた。また、調査終了後に良いプロジェクトがあれ

ばその資金援助の可能性はあるとのことであった。

（3）オーストラリア

　現在森林環境保全局への人材派遣、1995年のインベントリー作成と一番プレゼンスが感じ

られた。ただし、現在進行中のプロジェクトは1999年から３年間のForest Management Project

であり、１名のチームリーダー（Mr. Keith Dolman ）が常駐し専門家（Mr. Steve Watt）が

必要に応じ派遣されている。同国は前政権が天然林の伐採を多くしたため 1996 年に援助を

停止し、新政権になったあとに主に新森林法に係る法的枠組みに関し協力を進めている。

２－４－２　ＫＦＰＬ事業概要

　コロンバンガラ林産会社（ＫＦＰＬ：Kolombangara Forest Products Limited）は、コロンバン

ガラ島の1968年から1982年にかけての伐採跡地１万6,000haにプランテーションを行っている。

1989年設立の英国のＣＤＣ社とソロモン諸島政府のＪＶである。樹種は大半がメリナ（Gmelina

arbores ）（12 years ）でその他がチーク（Teak）（20 years ）、マホガニー（ Mahogany） （20 years）、

カメレレ（Eucalyptus deglupta）（ 15 years ） の計４種である。

　良く管理の行き届いたメリナは伐採量が天然林の 37 ｍ3 ／ ha に比し８倍強の 300 ｍ3／ ha で

あり、価格も同価格のUS$118／ｍ3とのことであった。生産量は1999年で500万US$でうち４

割が製材品であるが、2005 年には 2,500 万 US$ で製材品を８割とする計画である。

　施業の対象はプランテーションのみであり、天然林はリザーブ３か所と水源保全のバッファー

ゾーンに指定している。毎年の造林面積の目標は600haである。メリナの改良を目的に研究が行

われている（10の産地試験、クローンテスト）。植栽間隔は５×2.5ｍ又は ４× 2.5ｍで、７ｍま

で枝打ちを行い間伐３回のあとＤＢＨが50～60cmで伐採する、伐採量は200 ～ 225 ｍ3／ haを

予定している。優良材はベニアにし、不良材は製材品にする。苗畑の生産量はメリナは挿し木で

４万本／月、ユーカリは実生で２万 5,000 本／月である。

　ＫＦＰＬ社は数年前にニュージョージア島北部にてプランテーション計画のフィージビリ

ティ・スタディ（Ｆ／Ｓ）調査を行ったがＣＤＣ社の承認が得られず事業に結びついていない。

本報告書は当方の調査にも有益な情報を提供すると思われる（未入手）。



－ 13 －

２－４－３　コヒンゴ島（Kohingo Island）サイカ村（Sychor Village）の造林事業概要

　1999 年４月に住民全員で週に３回毎朝 15 分共同作業を行い５ ha の植林を行った。樹種は

ＫＦＰＬ と同じ４種で苗木は森林研究所から50 SI cents／本で購入した。植栽間隔はマホガニー

で10×３ｍである。今後は50haまで植林地を拡大する予定である。コミュニティーベースの植

林は土地所有に起因する紛争が生じやすく困難と思っていたが、既に実施しているケースを確認

できた。

　同村はムンダから船で約 30 分の距離にあり、人口増加を理由として 1996 年の移住により開

け、自給自足を旨とするChristian Fellowship Church（ＣＦＣ、キリスト教の一派）の村である。

面積は１万～１万 2,000ha 程度でうち 700ha の registerd land を有している。人口は約 30 世帯の

200人、Gardenでの農業に従事している。経済は自給自足で物々交換と必要時に漁獲物を市場で

販売し現金を得ている。地域に原生林は存在せず植生はすべて伐採が入ったあとに放置された劣

化森林である。土地はまだ十分存在している。

　村人と打合せを行ったが、男性 12人、女性４人、子ども 20人が集まってきた。男性は大半が

英語を理解しインテリな村であるとの印象をもった。また、植林地はきれいに草刈りも行われて

おりマネージメント能力の高さを感じた。植林の理由を尋ねたところ移住してきた際に家屋や家

具用の木材の入手が難しかったことが動機であるが、子どもたちの将来の収入が目的であるとの

ことであった。自給自足経済が基本であるため農作物が市場価値を有さないこと、海上交通のた

め製材品にすれば木材輸送が簡便であることから林業のポテンシャルが高いとの印象をもった。

２－４－４　リキリキ村（Rikiriki Village）の造林事業概要

　昔の伐採道路跡地に1999年12月にカメレレを４×３ｍで３ha植栽したが、山出し苗であった

こと、植栽方法が不適当であったことから99％失敗した。今後は苗木を生産して植林したいとの

ことであった。作業は村を６グループ（100 人／グループ）に分け各週持ち回りでグループから

12 人が１週間作業する。それ以外に毎週木曜日に全員が作業するとのことであった。

　ムンダから船で約30分の距離にあり、造林地は村から再度船で10分の距離にある。アポイン

トなしで急に訪問したため、造林プロジェクトのリーダーと話したのみで村の概要は不明であ

る。本村もＣＦＣの影響下にある。

２－４－５　ＳＷＩＦＴの Eco-timber プロジェクト概要

　United Church（ＵＣ）の経済開発プログラムであり、約 60 の生産者（コミュニティー及び個

人）がEco-timberを生産し、ＳＷＩＦＴが製材したあとにヨーロッパ市場向けに輸出される。ま

た、ＦＳＣの認証も有している。ＳＷＩＦＴが各生産者と契約を締結し、チェーンソー、製材機、

事業資金用の無利子融資、研修コース（チェーンソー、木材品質、森林管理、１週間の経費は
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ＳＷＩＦＴ負担、生産者は無料）を与える。また、生産者は天然林の持続的管理計画に基づいて

生産された木材をＳＷＩＦＴに納入した際に代金を受け取る。生産者の規模は個人で４～５ ha、

コミュニティーで 7,000 ～ 9,000 ha、また森林資源調査も実施済で天然更新で伐採を行う十分な

木材資源を有しているとのことであった。生産者はＵＣ以外であっても全く構わない。自前の輸

送船、ブルドーザー、倉庫を有し、収支は黒字である。

　実際の生産現場を見ることができなかったが、天然更新を前提とした森林管理計画の内容と実

際を確認し、天然林復旧への活用の可能性を検討する必要がある。

２－４－６　ワークショップ「部族所有の土地の復旧造林」

　森林局、ＮＧＯ、造林会社がプレゼンテーションを行い、伐採会社と土地所有者も出席してい

た。調査団も訪問の目的と林業分野のＪＩＣＡ活動概要を説明した。慣習地でのプランテーショ

ンはニュージーランドのプロジェクト以外にも造林会社のEagonが商業ベースで、地元ＮＧＯの

ＳＩＤＴ（Solomon Islands Development Trust）が小規模（10ha と 20ha）で実施し、今後オース

トラリアのＮＧＯであるＲＤＴＢ（Rural Developmet Trust Board）がニュージョージア島北部で

プロジェクトを開始していく予定であることが理解できた。

　土地所有者が主体的にプランテーションを行い研修等で側面支援するのが政府の主張である

が、土地所有者は投資企業を探しているというのが実態であるように感じた。また、土地所有者

との懇談を通じて土地の相続者の性別も様々で、土地も代々相続したものと戦勝として得たもの

等もあったりでその事情は外国人には理解困難である。慣習地でのプランテーションのモデル村

の選択にあたっては、コミュニティーが過去に植林活動を行っていれば一番であるが、それでな

ければ共同で行った事業の有無と内容によって判断するのが一番妥当であると思われた。

２－４－７　North New Georgia Sustainable Forestry and Rural Development Project の概要

　ＲＤＴＢがDuvaha Villageをサイトに開始したプロジェクトである。クイーンズランド大学の

Dr. Jim Davie が技術面を担当している。プロジェクトは、インフラ整備、土地資源評価、林業、

農業面からなる。もともとは村が30万SI$の資金を集めＲＤＴＢに支援を呼びかけたのが始まり

とのことで、将来は８つの慣習地に対象地区を拡大していく予定とのことであった。プロポーザ

ルには必要予算が計上されていたが、実際の資金捻出に苦労している様子であった。また、当方

に協力隊のプロジェクトへの派遣の可能性につき問い合わせがあった。
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第３章　ソロモン諸島の概要

３－１　自然条件

３－１－１　 位置・面積

　ソロモン諸島は、南太平洋北東部の東経 156°～ 169°、南緯６°～ 13°の間に位置し、パプ

アニューギニア国のブーゲンビル島から南東に向かって、1,667kmの長さにわたっており、２列

に並んだ６つの大きな島とやや離れて最南端に位置するサンタクルス群島からなっている。

　６つの大きい島は、ガダルカナル（Guadalcanal）、マライタ（Malaita）、ニュージョージア（New

Georgia）、サンタ・イサベル（Santa Isabel）、マキラ（Makira）及びチョイセル（Choiseul）の各

島で、長さ 92 ～ 181km、幅 24 ～ 56km に及んでいる。

　国土の総面積は、283万4,900ha である。小さな珊瑚島や岩礁を含めると、島の総数は約990で

ある。なお、調査対象地であるニュージョージア諸島（New Georgia Group）のほとんどが含ま

れるウェスタン州（Western Province）の面積は 50 万 2,800ha である。

３－１－２　地形

　地形は島によって異なるが、一般に火山島とサンゴ島から構成されている。大きな島は火山性

の急峻な山岳地形を示し、海底火山の爆発により隆起して島を形成した前第３紀又は第３紀の安

山岩－玄武岩系の火山噴出複合物からなる火山島である。その山麓には緩傾斜の丘陵地が広がっ

ている。 現在、活火山が１つ、休火山が若干数、他は死火山である。

　特徴的な円錐形の地形は、ニュージョージア諸島、西ガダルカナル、及びチョイセルの一部分

で明瞭である。そこでは溶岩が流出し、岩石破砕物（debris）の斜面が徐々に形成されていった

が、一方では浸食され狭く急斜面な山脈が形成された。大抵の島では、1,000 ｍを超える山地が

ある。ソロモン諸島の最高峰はガダルカナルのマカラコンブ山（Mt. Makarakombu）で 2,447 ｍ

に達し、山地群のなかでも典型的なもので、火成岩で構成され、狭い峡谷の割れ目が入り、起伏

がある。

　大抵の大きな島は、ある部分では、更新世において隆起した砂州等からなり、低い小丘を伴っ

た海岸を有している。隆起した砂州は、ニュージョージア諸島では、互いに平行した段丘を形成

している（Stoddart 1969）。

　小さい島は、サンゴ礁または隆起サンゴ礁の平坦台地である。多くの海岸の周囲又は沖合いの

環礁は、当該区域の環境保全の点から重要である。環礁は、特に河川の流入による海の汚染がな

い安定した海岸の周囲の表面近くに生ずる。ガダルカナル島の南部や北部の海岸で、環礁の生じ

ない箇所では、港はほとんどない。

　ウエスタン州のニュージョージア諸島北東部にあるマロヴォ礁湖（Marovo Lagoon）は、世界
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遺産に指定された世界最大の貴重なラグーン（礁湖）である。

　調査対象地となるニュージョージア島はニュージョージア諸島では最大の島で、島は幾つかの

礁湖、ココヤシが茂る多くの細長い砂浜、珊瑚礁の小島に縁取られている。ニュージョージアの

海岸は、主として湿地である。一方内陸部は、大きく外側に放射状に向かう割れ目のあるクレー

ターを有する火山（マセ－Mase －山とマヒンバ－Mahimba －山）が最も有名である。

３－１－３　土壌

（1）一般的性質

　ソロモン諸島の大抵の低地土壌は、月平均気温25～27℃、年平均降雨量3,000～7,000mm

という温暖で多湿な気候の下で形成されている。

　一般に当国の土壌は、物理的には良好である。透水性もよく根が伸長するのに十分な深さ

を有している。高地土壌の構造は幾分粘土成分に富み、組織は十分に発達していないが、通

気性は妨げられていない。

　しかしながら化学的には、変化しやすい。ソロモン諸島の土壌は、ほとんど季節変化のな

い温暖で多湿な気候の下で、相対的に若い塩基の豊富な岩石から形成されている。多くは、

幾らかの成分又はすべての主たる栄養成分を欠いているか、又は栄養成分やミネラル成分の

均衡がとれていない。表土の有機物質の存在がほとんどすべての土壌にとって非常に重要で

ある。この観点から、通常薄い表層部分に土壌養分が集中し、植物の吸収根は表層に集中し

ている。ソロモン諸島の大抵の土壌では、根は有機物層及び表層の鉱物層に集中している。

これらの層が、植物と土壌の栄養循環の主たるゾーンである。

  また、ソロモン諸島の大抵の土壌は、現地の自然状態では決して乾燥しないし、幾らかの

不可逆的変化が自然乾燥から生ずるということが知られている。

　浸食や土壌深度に大いに影響する地形が、土壌肥沃度よりも、開発地の選定にあたって最

も意義あるものと考えられる。

　土壌深度が、耕作に不適切な箇所では、伝統的手法による耕作又は進歩した機械耕作を通

じてであっても、大面積にわたって土壌を改良することは非現実的である。適切な耕作方法

を適用する必要がある。

（2）土壌分類

  ソロモン諸島全体では、ＦＡＯ－ＵＮＥＳＣＯの土壌分類によれば、クロミック・カンビ

ソルズ（Chromic Cambisols）、レゴソルズ（Regosols）及びリトソルズ（Lithosols）が広く分

布している。ＵＳＤＡの分類では、ウルチソルズ（Ultisols）とアルフィソルズ（Alfisols）

が、ソロモン諸島では最も普通の土壌であり、一般に堆積岩の安定区域に出現し、部分的に
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石灰岩の堆積区域に出現する。

　ニュージョージア諸島では次表に見られる土壌が主として分布している。

土壌型 土壌構造 傾斜との関連

Orthic Ferralsols 細 平坦地～急傾斜地

Chromic Cambisols 細 緩～急傾斜地

Regosols 中～細 急傾斜地

 出所：ＦＡＯ－ＵＮＥＳＣＯ 土壌図

表３－１　 ニュージョージア諸島に分布する土壌

　ＦＡＯ－ＵＮＥＳＣＯ の土壌図（１／500万）によると、ニュージョージア諸島では、オ

ルティック・フェラルソルズ（Orthic Ferralsols）が最も広範に分布し、次いでクロミック・

カンビソルズ（Chromic Cambisols）が分布している。局地的にキリバンガラ島の山頂部にカ

ルカリック・レゴソルズ（Calcaric Regosols）が分布している。

オルティック・フェラルソルズ

特徴：ソロモンでは、暗褐色～暗赤褐色の表土を形成し、時に黄赤褐色のシルト質粘土～粘

土の構造でモリック表層を有する。土壌深度は一般に 100cm を超える。一般には土

壌の物理性は良いが、養分に乏しいといわれている。

分布：主として超塩基性～塩基性の火山岩を母岩とする。

土地利用：森林内に分布し、大面積にわたって木材伐採のために開発されつつある。

クロミック・カンビソルズ

特徴：土壌断面は褐色ないし黒褐色で細粒状構造の表土を有し、黄赤色ないし赤色の石礫の

多い下層土を有している。一般に肥沃である。

分布：丘陵面又は傾斜のある斜面で、火山岩を母岩とする箇所で通常見られ広範囲に分布し

ている。

土地利用：大抵の地域では、低地森林において見られ、食用作物生産のための焼畑に利用さ

れている。

カルカリック・レゴソルズ

　石灰岩質の土壌で、構造はなく風化が問題で、土地利用はほとんどされていない。

　なお、1974 年英国海外開発省によって調査された（Wall and Hansell）データに基づき、

かなり詳細な土壌図（１／ 25 万、ＵＳＤＡ分類）が全土にわたって発行されている（ただ
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し関連土壌説明書は未確認）ので、多少古いが本格調査では有用な資料になると考えられ

る。

３－１－４　気候

（1）全体

　オーストラリア大陸から1,500kmから2,500kmに位置するが、大陸の影響は直接に受けて

いない。当該諸島は、温暖で湿潤な赤道気団と比較的乾燥して冷涼な亜熱帯気団が衝突する

低気圧域に位置し、熱帯収束帯（Inter-Tropical Convergence Zone －ＩＴＣＺ）に属する。

　ソロモン諸島の気候は、幾らかの観点からみて、均一である。どのような標高において

も、月平均気温や湿度は標高によってほとんど変わらない。風の方向は、南東風がより強く

卓越し恒常的で、平均風速10～ 25ノットである。これらは、山岳地域における局所的な風

によって弱められたり、方向が逆になったりする。

　降雨量は、反対に、著しく変化し主たる天候のコンポーネントとなる。降雨分布は、風向

に対する山岳の存在によって著しく影響を受ける。大洋の降雨量2,500～3,500mmと思われ

る。

　５月下旬から 12 月初旬までは乾季で、南東の貿易風が快適で温和な天候をもたらし、降

雨は通常軽度で数日間の間隔を開ける。夏の期間、12月中旬から５月中旬までは、モンスー

ンが西～北西から吹く。これが雨季で高温、多湿で、特に降雨が１月から始まる。

　乾期においては、大抵の地域では、５日を越える無降雨が、１年に５～ 10 回起こる。し

かし、無降雨の期間が 10 日以上になるのは珍しいといわれている。

  また、当該諸島は、南太平洋のサイクロン発生地域に位置する。サイクローンは、ＩＴＣＺ

に沿って１月から４月にかけてソロモン諸島の北東部に発達し、南下するにつれて激しさを

増す。サイクロンは、時に、100 ノットを超え、かなりの被害を及ぼす。

温度と降雨量

　日中の沿岸温度は年間を通じて、21℃～32℃の間で変化する。夜間の温度は時折、山岳近

くの陸風によって冷やされ、19℃まで下がることもある。海面高の内陸温度はかなり高く、

ときどき 35℃まで上がる。山地の大気温はそれより低い。

　湿度は、朝方に高く通常 90％に達し、午後に降下する。ホニアラでは、８月に快適な 69

％まで湿度が下がる。

　1999 年ののホニアラにおける気温は表３－２のとおりである。
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降雨量

　地域によってかなりの差があるが、年間平均 3,500mmの降雨がある。ギゾ（Gizo）は、か

なり湿度が高いが、年間 2,900mmである。一方、テモツ州のラタ（Lata）は、時折その２倍

に達する。ほとんどの降雨は、12月から４月に起る。しかし、このパターンはチョイセル島

では変わる。ホニアラ及びヘンダーソン空港は、雨が遮られる地域であり、年平均より降雨

量は低い。しかしながら、ガダルカナルの南部海岸では、１年に１万2,500mmを超える降雨

があり、そこでは、年平均 8,000mm は、全く通常であるといわれている。

　島の風下側では、常に多くの降雨がある。高地の流域で急斜面の流出は、豪雨のあと、多

くの河川で洪水を起こす。これらの降雨量の多さは、高い起伏のある地形と併せて、良質な

水を生み出す。村落が河川に沿って位置している箇所を除けば、水は清浄で汚染されていな

いといわれる。反対に、小さな島々や環礁では、流水、雨水タンクで必要を満たさなければ

ならない。

　ガダルカナル島 ホニアラにおける過去３年間の月別降雨量は表３－３のとおりである。

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

最高気温 31 30 32 32 32 31 32 32 32 32 31 32

最低気温 24 24 24 24 24 23 23 23 23 23 23 24

表３－２　1999 年のホニアラにおける気温（単位 ℃）

出所：Solomon Islands Meteorological Service

表３－３　ホニアラにおける月別降雨量（単位ｍｍ）

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 計

1997 188 306 583 74 35 61 5 112 151 98 36 45 1,694

1998 264 240 396 56 130 46 22 273 115 25 182 351 2,100

1999 350 601 179 119 221 78 43 114 99 189 226 364 2,583

出所：表３－２に同じ

（2）ニュージョージア諸島

　ニュージョージアの年間降雨量は、ムンダで記録されており、平均3,552mmに達する。10

日間に７日間の降雨がある。１月から９月までは午前中の湿度は89％以上に達するが、午後

は緩和され、76％前後になる。気温は、22℃～ 32℃の間である。

　ムンダにおける最近の気温、降雨量は表３－４、表３－５のとおりである。
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月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

最高気温 32 30 31 31 31 30 30 30 31 31 30 31

最低気温 24 24 24 24 24 24 23 23 23 24 24 24

表３－４　ムンダにおける 1999 年月別平均気温（単位℃）

出所：表３－２に同じ

表３－５　ムンダにおける月別降雨量（単位ｍｍ）

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 計

1997 241 363 454 289 66 186 66 119 105 13 98 113 2,113

1998 652 594 654 171 170 354 144 337 263 197 313 254 4,103

1999 166 380 223 270 188 188 224 198 367 340 298 200 3,042

出所：表３－２に同じ

３－１－５　植生

（1）概要

　ソロモン諸島は、ブーゲンビル島からサン・クリストバル島にかけてのメラネシア群島の

一部である。植生は、一部人間の影響を受けた、大きな島の乾燥した風下側の小区域の草地

を除いて、熱帯降雨林である。ソロモン諸島の植生（flora）は、隣接地域の植生と類似して

いるが、貧弱であるといわれている。科・属・種は少なく、幾らかの属、例えばアガチス属

（Agathis spp.）は、ニューギニア及びサンタクルス諸島にみられるが、ソロモン諸島では見

られなく、島ごとに植生は単調であるとホイットモア（Whitmore 1969）は記している。

　低地熱帯雨林では、大木樹種と並び蔓性植物や着生植物（epiphytes）が至る所に見られ、

林床では、灌木やヤシ類が豊富である。急斜面や不安定な箇所では、地震による崩壊で撹乱

されているため森林は貧弱である。サイクロンが、林冠を落葉させ、破壊し、二次林の樹種

を成長させる。ホイットモアは、西サンタ・イサベル島の広範囲にケテケテ（Campnosperma

brevipetiolata）が優先する。森林は、過去における広範囲な耕作の結果生じたものであると、

示唆している。少し標高の高い孤立した地域を除き、ほとんど真の意味での原生林は存在し

ない。ソロモン諸島は、ほとんどすべて二次植生で覆われているといえる。

　マングローブは、よく発達し、主としてブルゲラ属（Bruguiera  spp.）及びヒルギ属

（Rhizophera spp.）によって代表される。淡水湿地では、ブラウンターミナリア（Terminalia

brassii）の純林が度々見られるといわれている。

　ソロモン諸島の森林は、標高が増すにつれて、急速に変化する。パプアニューギニアの標

高の高い山岳林に似た未発達の森林が、690ｍの標高付近で出現する（ホイットモア1969）。
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パプアニューギニアの山岳植生（montane vegetation）に出現する多くの属は、ソロモンでは

見られない。

　ソロモン諸島では６つの基本的な植生タイプがある。すなわち、低地雨林（Lowland

Rainforest）、丘陵林（Hill Forest）、山岳林（Montane Forest）、湿地林及び河畔林（Freshwater

swamp and Riverine Forest）、及び草地等（Grasslands and Other Non Forest areas）である。そ

の面積は表３－６のとおりである。

森林タイプ 面積（ha） 占有率（％）

１．低地雨林 236,606 8.8

２．丘陵林 2,104,302 78.8

３．山岳林 102,618 3.8

４．湿地林、河畔林 108,945 4.1

５． かん水湿地林及びマングローブ林 50,572 2.0

６．草地等 66,557 2.5

計 2,229,600 100.0

出所：Myknee ＆ Basil の報告書P2．脚注12参照

表３－６　ソロモン諸島における基本的植生タイプ（全国）

低地雨林：平地に成立しており、複雑な構造を有し排水の良い丘陵雨林の一変形といえる。

場所によっては、淡水湿地林が存在する。

丘陵林：排水の良い箇所に立地する。構成や構造は複雑である。

山岳林：山岳で通常標高 600 ｍ以上の箇所の山腹、尾根等に位置する。

湿地林、河畔林：ほとんど微地形がなく、排水の悪い箇所に位置する。

かん水湿地及びマングローブ林：入り江や海岸で潮の影響のある箇所に位置し、主としてマ

ングローブで構成されている。

草地等  ：主として草本類からなり、樹木はない。
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（2）ウェスタン州

　ウェスタン州における森林タイプは表３－７のとおりである。

森林タイプ 面積（ha） 占有率（％）

１．淡水湿地林 38,804 7.9

２．淡水湿地林(伐採跡又は劣化森林) 1,084 0.2

３．丘陵雨林 300,824 60.7

４．丘陵雨林(伐採跡又は劣化森林) 50,612 10.2

５．低地林 28,320 5.7

６．低地林(伐採跡又は劣化森林) 24,992 5.0

７．マングローブ林 10,544   2.1

８．高地林 22,044 4.4

９．人工林 15,516 3.1

10．不明 2,956 0.6

11．雑林 284   0.1

計 495,980 100.0

出所：ＡＩＤＡＢ  Solomon Islands National Fortest Resources Inventory, Volume Six, Western

Province Table 5.1

表３－７　ウェスタン州における主たる森林タイプ

淡水湿地林：主としてブラウン・ターミナリア（Terminalia brassii）及びサゴ椰子が生育し

ている。

Terminalia は重要な商業樹種であるが、湿地への被害を避けるため、注意深

い伐採が望まれる。

丘陵雨林：商用林の主要部分を占める。当州においても商業的可能性を有している。

Casuarina papuanaが自生している箇所は土壌条件の貧弱さの指標となっており、

人工造林には適さない。また、ケテケテ（Campnosperma brevipetiolata） の自生し

ている箇所は、ガーデン等によって撹乱された箇所である。

低地林：幾らかの重要な商業用樹種がこのタイプに関係している。農地やココ椰子のプラ

ンテーションに変換されている場合が多い。一般にブラウン・ターミナリアとサゴ

椰子は存在していない。

マングローブ林：木材的価値よりも水産物的価値の方が大きいが、支柱、杭や燃料材として

の価値もある。

高地林：標準的な伐採協定では伐採できる土地を標高400ｍ以下に限定しているので、当地

の伐採は困難である。また、アクセスは困難である。
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３－２　社会経済概況

３－２－１　人口・民族・言語

　ソロモン諸島国の人口は、統計調査が行われた 1986 年の時点では 28万 5,176 人であったが、

1996 年には 33 万 8,657 人（推定）、2001 年には 39 万 9,684 人に達すると予想されている。1976

年から 1986 年まで 10年間の人口増加率は 3.5％であった。なお、1999 年には新たな人口調査が

行われており現在結果の取りまとめ中である（政府関係者の話によれば、調査者に対する報酬が

未払いのため調査結果の一部が依然として現地にあるとのことなので、いつ取りまとめが終了す

るかは不明である）。

　1986 年の調査によれば、国内人口は 94％がメラネシア系、残りは４％がポリネシア系、更に

少数のミクロネシア系・ヨーロッパ系・中国系から構成されている。国内で使われている言語は

80 以上とも 99 とも報告されているが、国の公用語は英語、部族間の共通語はピジン語である。

ウェスタン州では主にロビアナ語あるいはマロボ語が使われている。

　ウェスタン州の各行政区の人口（1996 年推定）は表３－８のとおりである。西州のうち

Shortland を除いた地域が調査対象地区のNew Georgia Group であり、その人口は 4万 5,764 人と

なる（合計は異なるが詳細不明）。

　国内人口のほとんどはキリスト教徒である。ウェスタン州の宗教宗派別人口（1986 年推定、

チョイソル州を含む）は表３－９のとおりで、United Church の勢力が強かったことを示してい

る。現在はUnited Churchから分派したChristian Fellowship Churchの勢力が強まっているといわ

れている。
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表３－８　ウェスタン州の人口（1996 年推定）

人口

916
2,196

1,396
1,879

1,240
2,137

1,306
727
1,377
1,840

2,057
2,014
1,943

3,686
1,953
2,579
1,408

1,826
1,671

3,257
1,809
1,240

1,365
2,699
1,699
1,756

48,876

Word

Outer Shortland
Inner Shortland

Dovele
Iringila

Vonunu
Mbilua

Simbo
N/Rannoga
C/Rannoga
S/Rannoga

Gizo
N/Kolombangara
S/Kolombangara

Vona Vona
Munda
Noro Town
Nusa Roviana

Kusaghe
Kolombangara

Roviana Lagoon
S/Rendova
N/Rendova

Mbuinitusu
Nono
Ngatokae
V/Vanguru

Constituencies

Shortland

N/Vella la Vella

S/Vella la Vella

Rannoga/Simbo

Gizo
Kolombangara

W/New Georgia
Vona Vona

N/New Georgia

S/New Georgia
Rendova & Tetepari

Marovo

合計

出典：Report: Provincial Government Review Committee on Provincial Government Solomon

Islands, Department of Provincial Government and Rural Development, 1999

表３－９　ウェスタン州の宗派別人口（1986 年推定）

宗派 人口 宗派 人口

Church of Melanesia 1,493 Christian Fellowship 6,572

Roman Catholic 5,841 Jehovah's Witness 101

South Sea Evangelical Church 1,088 Bahai 95

United Church 26,489 その他 264

Seventh Day Adventist 13,144 なし 116

Pagan 47

合計 55,250

出典：Solomon Islands 1993 Statistical Yearbook, Statistic Office, Ministry of Finance, 1995
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　その他の一般社会指標は下表のとおりである。1978年と比べすべての社会状況が改善されてい

るのが分かるが、それでも1995年時点では初等教育の就学率が75％、中等教育が14％に過ぎず、

識字率は 30％にとどまっている。

表３－ 10　ソロモン諸島の一般社会指標

1978 1986 1995

Total Fertility Rate （1976） 7.3 6.1 5.4

Crude Birth Rate per '000 population 46 43 38

Crude Death Rate per '000 population 11 8 7

Infant Mortality Rate per 'live births 67 53 44

Malaria cases per '000 population 100 400(1990) 209

Life Expectancy at Birth (years): Males 54 60 64

Females 54 61 67

Adult Literacy 15 22(1992) 30

Enrolment Ratio (%): Primary 60 65 75

Secondary na 14 14

Tertiary 1 5

出典：Medium Term Development Strategy 1999-2001, Volume 1, Department of Development Planning

３－２－２　経済

（1）概況

　1990 年代のソロモン諸島の経済と林業分野の関係は、木材伐採が盛んになり 1996 年に

ピークを迎えた前政権の時代と、1997年に始まったアジア経済危機の影響で木材輸出の不振

を迎えた時代という２つの異なった局面で考える必要がある。以下に、林業分野の経済面で

の位置づけを幾つかの角度から記述する。

　1994 年には林業分野の実質ＧＤＰに占める割合は８％（1994 年）であった。また、実質

ＧＤＰ成長率を見ると、1990 年代の前半には 5.4％を記録したものの、近年は、後述するよ

うに木材輸出による収入の伸び悩みに加え、政府の「Pol i cy  and  S t ruc tu r a l  Re fo rm

Programme」の実施により政府支出が低く押さえられたため、1996 年には 3.5％、1997 年は

マイナス 0.5％（推定）と激し低下している。

　１人当たりＧＤＰは、アジア銀行（ＡＤＢ）の試算ではUS$560（1990 年代中期、なお１

人当たりＧＮＰは 1996 年でUS$900）となっている。また、1980 年から 1995 年の１人当た

りＧＤＰの年平均成長率を見ると、高い人口増加率の影響もあり、0.7％と極めて低い数字に

とどまっている。
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（2）輸出入

　近年の輸出総額の内訳を見ると、表３－11にあるとおり1996年までは丸太・製材を合わ

せた木材輸出額の占める割合が輸出総額の 60％以上と非常に高いことが分かる。しかし、

1997年には木材輸出額が前年のSI$ ３億 5,000万からSI$２億 9,000 万へと輸出総額の50％

まで落ち込み、更に1998年にはSI$１億 9,600万に下落したといわれている。一方、こうし

た木材輸出の不調による貿易収支の悪化にもかかわらず、ヤシ油・コプラ・カカオといった

農産品市場が好調なため、輸出総額だけを見れば微増している。

表３－ 11　主要輸出品目の輸出額の変化（SI$ '000）

輸出品目 1990 1995 1996 1997 1997(%)

Frozen fish 31,226 73,987 50,355 59,490 10.2

Canned fish 18,403 65,281 48,830 63,882 11.0

Smoked fish 3,556 6,443 6,134 6,447 1.1

Timber logs 56,256 269,616 336,463 278,206 47.8

Sawn timber 4,285 13,335 12,900 12,468 2.1

Copra 10,936 32,852 23,510 36,787 6.3

Palm Oil 17,933 66,544 55,808 68,049 11.7

Palm Kernel 1,387 5,493 7,147 6,351 1.1

Cocoa 11,375 13,424 12,855 17,034 2.9

Coconut Oil 2,467 4,122 5,689 12,562 2.2

Marine shells 6,305 5,568 330 2,027 0.3

Gold 1,198 631 181 57 -

Others 6,718 8,426 10,374 12,230 2.1

Re-exports 5,320 7,429 6,072 6,186 1.1

Total exports (FOB) 177,635 573,153 576,648 581,776 100.0

出典：The 1998 Annual Report and the Accounts of the Central Bank of Solomon Islands, 1999

　外貨獲得額で見ると、1996 年には総額 SI$ ９億 9,182 万のうち 37％に相当する SI$ ３億

6,649万を木材輸出で獲得している。しかしこの割合は、1997年には30％、1998年には17％

へとやはり大きく低下している。

　1992年から1996年の間、木材の年平均輸出価格は１ｍ3当たりUS$120以上であったもの

の、1997年にはUS$106、1998年にはUS$60と２年間で半分に下落している。また木材の輸

出量も同様に、1996年をピークに1998年までの２年間で約30％落ち込んでいる。一方1999

年９月時点では、木材価格はUS$76まで上昇しているほか輸出量も増加傾向にあるとの情報

もあり、この限りでは木材輸出は回復に転じたと判断される。

　木材の輸出先については、1994 年の時点では日本向けが最も多く、木材輸出量が全体の
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55％、輸出額全体の60％を占めていた。一方、「Quarterly Review September 1999, Central Bank

of Solomon Islands」によると、1999 年の３四半期に限れば、全輸出量のうちフィリピンが

31.3％、27.4％が台湾、20.1％が韓国、14.6％が日本、3.4％がマレイシア、残りは香港とシ

ンガポールとなっている。近年の、年間の輸出先情報は入手できなかった（日本の商社の話

では、以前は木材輸出に関係する企業が共同で情報を整理していたが、現在は行っていない

とのことである）。

　輸入品の多くは車輌など輸送機器のほか機械、製造品などである。1990年以来輸入超過が

続いていたが、1995年にはSI$4,700万の輸出超過に転じている。さらに1996年にもSI$3,900

万の出超を記録したが、1997 年はマイナス SI$ １億 400 万、1998 年はマイナス SI$8,700 万

と再び入超に戻っている。

（3）歳入

　最近の政府歳入の変化を見ると、表３－12に示すように、1993年から1996年までは総額

で約 SI$ １億 8,900 万から約 SI$ ２億 9,000 万へと 50％以上も増加している。また、木材輸

出税収入の歳入に占める割合は1996年で23％に達している。しかし、1997年以降は木材輸

出税による収入が大きく減少したため、1998 年の割合は約 10％に過ぎない。

表３－ 12　政府歳入の変化（SI$ '000）

1993 1996 1997 1998

Total Customs and Inland Revenue 189,197 290,234 285,874 316,047

(1) Total Customs 122,134 152,871 140,402 126,093

- Import Duty 54,878 64,667 69,060 71,422

- Log Export Duty 46,245 68,091 50,778 30,702

- Timber Levy 14,912 9,070 7,407 5,525

- Other Exports 1,401 6,269 7,416 11,839

- Other Customs 4,698 4,774 5,741 6,605

(2) Total Inland Revenue 67,063 137,363 145,472 189,954

- Company Tax 14,041 40,749 27,592 55,184

- Personal Tax 20,059 29,312 33,361 39,703

- Government PAYE 8,262 11,050 21,611 16,813

- Goods & Sales 17,585 41,694 42,241 53,657

- Others 7,116 14,558 20,667 24,597

出典：The 1998 Annual Report and the Accounts of the Central Bank of Solomon Islands, 1999
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　政府は木材伐採業者に輸出税の免税処置を与えており、そのため相当な歳入ロスがあると

もいわれている。1999 － 2001 年の中期開発計画によれば、1990 年から 1997 年まででその

額はUS$１億 3,100 万に相当する。さらに、輸出木材の under-invoicing（算定価格が低すぎ

ること）により、同じ時期に US$ ４億 8,100 万の損失があるとされている。

（4）雇用

　国民の 85％以上が農村部に居住しており、その多くは自給自足の農漁民である。1986 年

の統計では、全国の労働人口の14％が賃金労働、15％が賃金労働のほか自給農業などの非賃

金労働に従事しており、残りの 71％は完全な非賃金労働者であることが明らかにされてい

る。1996年では、フォーマルセクターの雇用が約３万4,000人、このうち58％がサービス産

業、26％が第１次産業、16％が製造業や建築業など第２次産業に従事している。賃金労働者

のうち 32％が政府など公共部門、残り 68％が民間部門に属している。ウェスタン州の雇用

は、1991 年のデータでは 34.5％が林業とされている。

　1993 年の調査では全国農村部の世帯数は５万 1,091（１世帯当たり 5.9 人）である。雇用

から得る月平均収入は、84％の農村世帯がSI$50 以下と低く、そのため全国平均もSI$65.76

に過ぎない。ただし残り 16％の世帯の平均収入は SI$407 となっている。

３－２－３　土地所有

（1）土地所有区分

　ソロモン諸島では、1959 年に制定された「Lands and Title Ordinance」によって以下の３

つの土地所有区分が生じている。（　）内は1972年の面積であり、約９割が慣習地であった

ことになる。

①慣習地（２万 5,080 km2）

②未登記の譲渡地（1,368 km2）

③登記済みの土地：慣習地・譲渡地にかかわらず、登記された土地（1,302 km2）

　慣習地とは、「血縁関係や社会的に密接な関係にある人々の集団が管理・利用している土

地」として解釈される。慣習地は先祖より代々相続されている土地であり、その所有や利用

形態については地域の伝統に従うが、基本的には同じ部族あるいは小集団が共同で所有する

権利を有する土地である。一度ある集団が利用した土地の権利は、その土地が休耕していた

としてもその集団に帰属する。なお、相続はその地域が父系か母系社会かによって異なる

が、ウェスタン州の場合は母系社会であるといわれているので、母方集団の子どもが権利を

有することになる（オーストラリアの支援で作成した「National Forest Resources Inventory」
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レポートには、西州には父系・母系あるいはその混在タイプなど村によって違いがある、と

の記述があるので、それぞれの村で実際に確認する必要がある）。

　譲渡地とは、かつての植民地政府の下、外国人によって遊休地として接収されたり、極め

て安い価格で取得された土地である。1914年には法律によってそれ以降新たな土地の接収が

規制された。ソロモン諸島の独立を経て、今は大部分の土地が公有地となっている。所有権

については「Lands and Titles Act」の適用を受ける。

　土地所有区分について最近のデータを見ると、下表のとおり、ウェスタン州では慣習地が

83％、譲渡地が 17％、全国では慣習地が 87％、譲渡地が 13％となっている。

表３－ 13　土地所有区分（1980 年－ 1992 年）

ウェスタン州 全国

km2 ％ km2 ％

慣習地 7,079 83 23,888 87

譲渡地 1,484 17 3,658 13

合　計 8,563 100 27,546 100

出典：Solomon Islands 1993 Statistical Yearbook, Statistic Office, Ministry of Finance, 1995

　1986 年の時点では、譲渡地の 98％は登記済み、２％が登記手続き中であった。一方、慣

習地・譲渡地合わせた土地全体に占める登記済み土地面積の割合を見ると、下表のとおり、

全国・ウェスタン州とも 12％程度にしか過ぎない。

表３－ 14　土地登記済みの面積　（1989 年）

ウェスタン州 全国

総面積（km2） 9,313.0 28,371.0

登記済みの慣習地（km2） 10.0 87.0

登記済みの譲渡地（km2） 1,091.5 3,456.9

登記済み土地の合計（km2） 1,101.5 3,543.9

登記済み土地の総面積に対する割合（％） 11.8 12.5

 出典：Solomon Islands 1993 Statistical Yearbook, Statistic Office, Ministry of Finance, 1995

　1914年以来、慣習地の土地の売買は、結婚や相続など特別な場合を除きソロモン人に限ら

れている。ソロモン人以外の外国人と政府は慣習地の所有はできない。1977年以降はソロモ

ン人と政府だけが譲渡地を固有財産として永久保有する権利を認められている。ただし、こ

れらの永久保有地はソロモン人・非ソロモン人・政府に対して貸与ができる。外国人は、登

記済みの土地であれば最高 75 年まで借り受けること（リース）ができる。1980 年のデータ
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では、西州の譲渡地1,494km2 のうち 84％にあたる1,249km2は政府の永久保有地、また残り

はソロモン人の保有地となっていて、その一部は政府またはソロモン人・非ソロモン人の企

業や個人を対象に貸与されている。

　1977年以降は、リース契約されていない土地であれば、譲渡地を慣習地に戻すことも可能

となった。1977 年から 85 年の間には、85km2 の登記済み土地が慣習地に戻っている。

（2）土地の共同所有

　土地利用については、例えば後述するサイカ村（調査団の訪問地）ではコミュニティーが

700ha の土地を登記・所有しており、この場合の所有権はコミュニティーにあるとしながら

も、その利用形態は、①住民の共有地、②個人で利用できる土地、③将来の拡張を含めた居

住区域、④未利用地に分けて考えられている。住民が共有する土地では、土地とともにその

土地に属する森林や河川といった資源もコミュニティーの共同財産として認識される。この

土地での植林などは住民の共同作業として行われ、木材により得た収入もコミュニティーの

ために使われることになる。一般化できるほどの資料は入手できていないが、この例は、国

内の慣習地でもよく見られる土地の共同利用・共同資産の考え方を端的に示すものと考えら

れる。一方、個人で利用できる土地とは、特に誰に断らなくとも個々の世帯が野菜栽培など

に使える土地で、収穫物はその世帯のものとなる。

　コミュニティー間における慣習地の所有領域については、川や谷、山頂などで囲まれた境

界によって認識されているというが、その境界がはっきりと確定しておらずあいまいなこと

が多い。一方、登記による土地所有という考え方に対しては、西洋的な価値観の押し付けと

して住民の間で大きな反発があるとも報告されている。伝統的な土地利用が主体の社会では

当然生じる問題であると考えられるが、このことによって土地の細分化を防いだという利点

があるものの、土地の登記や取引が難しくそれをベースとした開発を進めにくくしていると

いうのも事実である。さらに、土地の共同所有は個々の住民が所有者意識をもたないことに

もなるため、土地の生産性を上げたり保全したりする努力と結びつけることも難しいといわ

れている。

　土地の個人所有という考え方とそれに起因する問題の発生は、西洋人によるプランテー

ション開発などがきっかけとなり、土地が経済的利益を生み出すということが住民の間で意

識され始めてからの現象である。土地所有権に関する問題が生じると法廷での解決が図られ

ることも多いが、それでも結局、声の大きい者・理屈のうまい者が勝っているという不満も

多い。この場合、形式上は問題が解決したとされても実際上は新たな問題を潜在化させてい

るに過ぎないのである。結局、ソロモン諸島の文化のなかでは、土地問題の解決は裁判に

よってではなく村の長老など代表者の調停を通じた内部者による和解が望ましく、コミュニ
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ティーは伝統的にそうして多くの問題を解決してきたともいえる。このことから、都市化な

どによって伝統的な村社会のメカニズムが崩壊した地域では、土地問題に限らずコミュニ

ティー開発を進めるにあたって解決すべき多くの課題に対する住民間の合意形成が難しく、

そこに含まれる経済的利益が大きいほど困難が予想される。

（3）土地制度関連の法律

　土地制度に関連する法律には「Lands and Titles Act」と「Custom Land Legislation Bill」

があるが、政府では現在その内容を見直し新法として「Tribal Land Act」を検討中である。

既にドラフトがつくられている。Tribal Land Actは、これまで使われてきたCustomary Land

という呼び方をTribal Landと改め、土地の所有・管理権はその土地を利用してきたTribe（部

族）に属するものであることを明確にし、法によって保護することを目的としている。記載

されている主な規定として以下の記述が見られる。

－ Tribal land の収用は認められず、土地の利用についてのみ協議ができる。

－部族内にTribal Land Authority のような委員会を設立し、その部族の土地や天然資源

の利用・貸与に関するすべての決定権を有するものとする。この委員会のメンバーは

全員がその部族のなかから選ばれる。

－かつて裁判所によって決定された土地の所有権も、不服があれば再審査の申請ができ

る。

－それぞれの部族で住民によってリーダーが選ばれる。選出されたリーダーはリーダー

会議のメンバーとなり、部族間にまたがる土地の所有権などについて協議する。

－ある土地の所有権を主張する部族はそれを公示し、他に主張する部族がいる場合には

リーダー間で協議する。公示後３か月を経過して他に主張する部族がいなければ、正

式に土地登記の手続きを開始できる。

３－２－４　調査団の訪問したコミュニティー

（1）サイカ村（Sychor village）

　コヒンゴ島南端に位置する村で、人口約200名、30世帯が住んでいる。住民は、人口が増

えたため 1996 年に別の島より移住してきた。現在の土地はもともと同じ部族で所有してい

るので、移住に際して問題はなかったという。村の面積は１万から１万2,000ha、うち700ha

が登記済みの土地である。村はきれいに手入れされており、村の中心から森林に続く道も整

備されている。Christian Fellowship Church （ＣＦＣ）が活動する村である。

　村の森林は既に伐採が入ったあとに放置された劣化森林である。昨年より住民自身の意志

で始めた植林が現在５ haにまで広がっている。植林作業は、週３日、朝15分間の住民共同
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の労働奉仕によって進められたものである。この方法の特徴は、暑くなる前に作業を終える

ことができ日常生活にも支障を来さない長さのため、住民の参加が得やすいことだという。

こうして植林を始めたあと、住民がムンダにある林業局の森林研究所に技術支援を求めたた

め、現在は研究所のスタッフが植林方法や苗床の作り方などを指導している。住民は、苗木

を１本 50 セントで研究所から購入しているほか、コロンバンガラ島にある政府の植林地か

ら種を調達している。

　村人によれば、土地問題の発生を防ぐため、植林は既に登記が済んでいる土地700haを対

象とする意向である。今のところ将来は 50ha にまで植林を拡張したいと考えているが、

種・苗木などを買う資金が不足しているという。なぜ住民があえて無償で植林を続けるのか

たずねると、将来への投資という答えであった。ＣＦＣの影響で共同作業のコンセプトは根

づいており、住民の労働提供は問題なく行われているとの説明があった。

（2）リキリキ村（Rikiriki village）

　村の居住地はムンダから船で 30 分ほどの小さな島にあるが、サイトはニュージョージア

島にある。居住地からは船で 10 分程度である。村の人口は 700 名で、やはりＣＦＣが活動

中である。

　村の森林は Golden Spring 社によって既に伐採されている。住民は、伐採に使われた道路

の両側70ｍ（村の共有地）を対象に、1999年 12月から植林を始めたとのことである。植林

は住民の意志で始まったものの植林技術の知識がないため失敗に終わり、技術支援の必要性

を感じて森林研究所に依頼をしたものである。そのため、2000年２月から研究所スタッフが

指導に訪れ、既に４ ha が植林されている。

　当初は毎週木曜日だけ植林作業をしてきたが、2000 年２月からは住民を６グループに分

け、１グループの 12 名が月曜から土曜日までの交代制で植林、木曜日は村中から約 100 名

ほど集まって作業をしているという。サイカ村と同様、住民の意志で植林を始めたこと、共

同作業のシステムを住民自身が考え適用していることなど、社会林業を進めるうえで興味深

い事例であると感じた。

３－３　林業・林産業

３－３－１　政策

　1990 年代の中頃におけるママロニ首相（So lomon  Mama l on i）率いる政権が、許容量

（32 万 5,000 ｍ3）をはるかに超える木材伐採、不法伐採等に対して、寛容であったため、伐採か

ら利益を受けない者、環境保全を重視する者等の反対にあっていた。オーストラリア政府は、責

任ある伐採を行わせるための圧力をかけるため、1995 年 12 月に林業援助部門における約 220 万
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オーストラリア・ドルを引き上げた。

  このようななか、1997 年にバート・ウルファール（Bartholomew Ulufa'alu）が新首相となった

政権交代により、環境面への配慮等をより重視するなど伐採事業に対する態度の変化が生じてい

る。

（1）現在の状況

　林業は、ソロモンの経済にとって非常に重要なセクターである。ＧＤＰに対する貢献は、

近年では約８％といわれている。また、1999年 10月ソロモン中央銀行４半期報告によれば

外貨の約 32％（1998 年）を稼ぎ、政府歳入の約 20％（1990 ～ 1988 平均）を占めている。

木材は大多数の国民が住んでいる地域における主たる現金獲得源であり総賃金労働者の

１／ 10 近くが、林業部門によって雇用されている。

　1980 ～ 1991 年にかけて、天然林の収穫量は毎年 30 万～ 40 万ｍ3 であった。1990 年代に

なって、伐採量は大幅に増加し、1995 年及び 1996 年には、80 万ｍ3 を超える水準に達した

といわれている（表３－ 22 参照）。

  もし伐採量が長期的増加傾向をたどれば、資源は10年程度しか続かないといわれている。

伐採が 45 年の更新期間を採用し、持続的なレベルで行われるとすれば、資源は永久に続く

と考えられるが、そのためには、現在の伐採量を、かなり減少させる必要がある。1998年の

利用可能な資源量のベースでは、効果的な持続可能なレベルにするには22万 3,000ｍ3にす

る必要があるといわれている。このことは、1998年の実際の収穫レベルの約１／３である。

経済成長率を大幅にダウンさせる結果をもたらすと考えられる。しかし、伐採量を大幅にダ

ウンさせなければ、2005 ～ 2010 年の間に資源は完全に枯渇すると考えられている。

　森林資源の状況から、林業セクターが直面している最近の問題点として｢中期開発戦略

1999-2001｣（Medium Term Development Strategy1999-2000）では次の５つの問題点を取り上

げている。

① 資源が急速に枯渇しているにもかかわらず、伐採からの適切な量の経済的還元（地

代）を捕捉できなく、また投資もできないことである。経済的利益は、伐採事業に従

事している外国企業に還元されている。この失敗の原因は、２つある。第１は、輸出

税の免税措置によるもの。第２は、過少見積りの送り状によるものである。

②天然林の過剰伐採

③環境影響を最小に抑え、伐採効率を改善する森林施業が行われていない

④人工林施業に関して、経営・管理の改善がされていない

⑤国内の木材加工業の設立の失敗
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（2）政策

   上記の中期開発戦略では、以下の６つの分野が、政策行動（Key Result Areas-policy

actions）として掲げられている。

①歳入の増大

・ 貯木場等におけるモニタリング活動の強化－木材検査部（Timber Control Unit）の

再設置

・ 伐採会社に与えられているコンセッションと免税の見直し

・ 林業部門における税構造の見直しと改善

② 伐採の持続的レベルの達成（2001 年末までに持続的レベルまで下げる）

・ 新規ライセンスやライセンス更新の一時停止の継続

・ 収穫量レベルを持続的レベルまで下げる

・ 法改正と新規法制の導入

・ 国家保全信託基金（National Conservation Trust Fund）の設立（丸太輸出税を原資）

③ 効果的な森林内作業への改善

・木材伐採実施規定（Code of Practice for Timber Harvest）に順守

④人工林における生産性の増加

・効率的な管理のため人工林の民営化

⑤国内木材加工業の振興

・ 環境の整備による国内木材加工業の振興

・ 長期安定的丸太供給を可能にするための法整備

⑥造林の継続・推進

・造林事業の推進

（3）新森林法（Forest Act 1999）の制定

　1998 年 10 月の森林・環境・保全省大臣による声明２を契機とし、森林に関する法制の整

備が図られることとなった。この声明は現在の森林・林業の政策の基本となっているとのこ

とである（Mr. Donald Kudu、Permanent Secretary、Department of Development Planning

Division による）。

　前述した大臣声明を背景に、ソロモン諸島では法整備の検討が進められ、その結果新しい

森林法が1999年６月議会を通過し、2000年２月（本調査団の訪問数週間前）に発効した（前

出Mr. Donald Kudu による）。

　次に、新森林法と旧森林法の主な相違は表３－ 15 のとおりである。

　次の２点の相違点が最も重要であろう。
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・林業局（Forestry Division）のコミッショナー（Commissioner of Forests）が潜在的

森林利用（Potential Forest Use）を決定し、それに基づいて当該森林の取り扱い（伐

採の可否も含めて）が規制されること。

・慣習地所有権の声明（Statement of Customary Ownership）を、森林開発に先立って

公開することによって、事業実行途中での事業の中断を避けたり、より確実に土地所

有権の決定を行おうとしていること。

表３－ 15　 旧森林法と新森林法の違い

旧法

（1）コミッショナーが標準伐採協定（ＳＬＡ：
Standard Logging Agreement）について
交渉する許 可を与える（様式１）

（2）地区委員会（Area Council）が土地所有
者の会議を招集する

（3）地区委員会が、土地所有者の確認を行
い、ＳＬＡの条件を決定する。

（4）地区委員会の証明書、地方政府とコミッ
ショナーへの勧告

（5） コミッショナーがＳＬＡを作成
（6）土地所有者達は訴訟を起こすことがで

きる
（7） 州政府が協定を承認する
（8） 森林資源の調査
（9） ライセンスの発行

従前

ＳＬＡが決定され、承認されるまで森林資
源の調査は行われない

地区委員会が土地所有者を決定

地区委員会がＳＬＡの条件を決定

ＳＬＡが交渉された後まで、所有権への異
議は取り上げられない

土地所有者は１か月の間に慣行地訴訟法廷
に訴える

新法

（1） 潜在的森林利用（Potential Forest Use）の
決定

（2） カストマリー代表者を任命するための土
地所有者の会議

（3）慣行所有権の声明（様式Ａ）の提出
（4） 所有権に関するどのような紛争も地方の

法廷及びＣＬＡＣを通じて解決
（5） コミッショナーが、伐採の可否、ライセ

ンスの種類を決めるための土地所有者
達の会議を招集する

（6）コミッショナーが伐採会社との交渉を
オーソライズする

（7） 森林アクセス協定の交渉
（8）州政府による森林アクセス協定の承認
（9） ライセンスの発行

現在

まず森林資源調査が行われ、潜在的森林利
用の決定が行われる

慣行所有権の声明によって土地所有者自ら
土地所有者を決定。紛争は地方法廷及び
ＣＬＡＣを通じて解決

土地所有者が、カストマリー代表者を通じ
て、自ら森林アクセス協定を交渉

土地所有権への異議は、森林アクセス協定
が交渉される以前に解決する

土地所有者は、２か月の間に地方法廷に異
議を唱えることができる
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（4）新森林法における森林・林業政策

　森林法の目的は（法第３条）以下のとおりであり、森林・林業セクターの基本的政策の方

向となっている。

①ソロモン諸島の森林資源が、効率的、効果的かつ生態的に持続可能な方法で適切に管

理されること。

②ソロモン諸島の現在及び将来の世代にとって最大限の利益の確保が図られるよう、持

続可能な木材産業の発展を促進すること。

③生態的遷移及び遺伝資源の多様性の維持を含み、森林資源、生息地及び生態系の保

護・保全を図ること。

　前述した森林法第３条の基本政策を受けて、森林法第４条では、森林保全・管理の原則と

して次の８項目をあげている。

ａ．適切な持続的収穫量の確保

ｂ．森林生態系の持続的管理

ｃ．森林資源の保全・管理・開発に対する事前管理（precautionary principle）

ｄ．森林資源の持続的利用

ｅ．国内・国際的に支持される持続的許容伐採料の採択

ｆ．ソロモン政府が関与する国際約束の順守

ｇ．慣習地の所有者の権利の保護

ｈ．木材産業政策及び国家森林資源管理戦略の策定

　このように、前述した中期開発戦略においても新森林法においても、政策宣言がなされて

いるが、当該政策間の整合性、階層性等をどのように位置づけるか、また、いかにして実行

を確保するかが今後の大きな課題であろう。

３－３－２　行政

　新森林法等に基づいて策定される行政計画等について記しておく。

（1）国家木材産業施策及び国家森林資源管理戦略

　前項の基本政策を受けて、行政が実施される。その場合森林資源管理、林業行政の最も基

本的な施策の基本となるのが、森林計画制度である。ソロモン諸島においては、現在明確な

森林計画制度が存在していない。しかしながら、新しい森林法（第４条ｈ、第 12 条ａ）に

基づいて、国家木材産業施策（national timber industry policy）及び国家森林資源管理戦略

（national forest resource management strategy）を策定することになった。
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　今後は中央で策定された施策、戦略を指針とし、地方においても地域の事情を勘案して施

策、計画が策定されるであろうとのことであった（林業局長の希望的観測と考えられる）。

そうなれば、一応国と地方を通じて森林計画制度が整うことになる。

　ここで現在考えられている森林法に基づく国家木材産業政策、国家森林資源管理政策の素

案段階での内容を入手したので紹介しておきたい。これは、林業局において森林行政管理に

おける制度面の強化を図るオーストラリアのプロジェクト・リーダーであるケイス氏（Mr.

Keith）から入手したものである。なお、当該施策、計画は本年（2000 年）６月頃に政府部

内で検討され政府の方針として確定したいとのことであった。

　なお、現在ソロモン諸島では、森林・林業行政は過渡期にあり、本格調査においてもこれ

らの政策、施策の動向については十分留意する必要がある。

○国家木材産業政策（National Timber Industry Policy）

  1999年森林法第12条２項ａに基づく国家木材産業施策は、木材産業及び関係行動の

開発に関する政府の政策を構成するものである。

　国家木材産業政策の目標は、ソロモンの森林資源から生産される木材が、国家及び

地域レベルのニーズを満たすために活動する各種の産業活動を支援するように利用さ

れることを確保することである。国家レベルの重要なニーズは輸出税を通じた国家歳

入であり、地域レベルのニーズは、製材原木に対するもの、及び企業投資家が適切な

規模で森林産業に参加する機会を提供されることである。

　国内木材加工産業は、丸太輸出における経済的還元の損失や政府の輸出税の損失に

比較して、付加価値を高め雇用を創出することで知られている。また、商業的伐採が

効率よく行われ、税金やロイヤルティの額を高めるためには、１年につき3万m3の伐

採規模の確保が必要とされる。このような観点から国家木材産業政策は次のようであ

る。

・それぞれの州において推定される持続的伐採量の 10％を確保することによって、

個々のカストマリー土地所有者による伐採・加工の増加を促し（森林法第 26 条の

地域木材伐採ライセンスを通じて）、村落林業への参加を促進させる（森林法第 28

条の村落林業計画ライセンスを通じて）。

・費用効果的に商業伐採が可能な規模で持続的伐採量が得られる州において商業的規

模の伐採を許可する（森林法第 24 条の通常木材伐採ライセンスを通じて）。

・通常の木材伐採ライセンス保持者が、複数のライセンス保持者及び複数の州にまた

がるライセンス保持者との契約に入ることを許可する。

・丸太輸出基準に合致している商業的伐採により生産された丸太の迅速な輸出を許可
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する。丸太輸出基準に合致しない商業的伐採により生産された丸太の国内加工用へ

の変換を容易にする。

・通常の木材伐採ライセンス保持者に対して国内加工の資格要件を課さないこと。

・中～大規模の木材加工に対して、機械輸入税、木材伐採ライセンス、木材製品の輸

出税等投資意欲を減退させるような事項に関して、環境を整備すること。

  ○国家森林資源管理戦略（National Forest Resource Management Strategy）

　1999 年森林法第 14 条２項に基づく国家森林資源管理戦略は、ソロモン諸島の森林

資源の保全・管理に関する政府の政策を構成する。

　1999年森林法の目的を達成するためには、強力かつ継続的な政治的指導が、必要で

あることが認識されている。

　このような国家森林資源管理戦略を通じて、政府は次項を確約する。

・効率的、効果的かつ生態的に持続可能な方法で森林資源を適切に管理する。

・現在及び将来の国民世代に対して最大利益を確保するように、持続的商業的木材産

業の発展を促進する。

・生態的プロセス、遺伝的多様性の維持を含む森林資源、生息地及び生態系の保護・

保全を図る。

　このような目的のために採用される戦略は次のとおりである。

（a）森林資源を利用する。

（b） 持続的潜在的森林利用を決定する基準を作成する。

（c）ソロモン諸島国家森林資源インベントリーをゾーンごとに使い、普及・啓蒙の

ツールとしてソロモン諸島の適切な潜在的利用区分図を作成し、森林資源所有者を

啓発する。

（d） 同上インベントリーで勧告されている保全林を受入れ、森林利用地帯区分図に記

入する。

（e）1999 年森林法の効力を使い、許可年丸太生産量を州レベルで２年以内に持続的

生産量に減少させる。そのため、州の丸太生産量は、同インベントリーで決められ

ているものとする。

（f）許可丸太生産量を持続的生産量に限定することによって、州レベルの将来の年

丸太生産量をコントロールする。

（g）伐採実施規定（Code of Practice）を適用することにより、環境影響を最少におさ

えるような方法で丸太生産を行う。

（h）伐採終了後、森林の質のモニターを実施することにより、必要があれば、伐採業
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者に造林を行わせる。

（i）地域木材伐採ライセンス及び村落林業スキーム・ライセンスに基づく小規模伐

採・加工に必要な年持続的伐採量を州ベースで確保することにより、ソロモン人の

林業セクターへの参加の増加を支援する。

（j）森林資源所有者が最小限のロイヤルティーを得ることを保証する。

（2）林業委員会と森林トラスト

・森林法第５条によれば、ソロモン諸島国林業委員会（Solomon Islands Forestry Board －法

第５条）が設立されることになっている。天然資源省次官（Permanent Secretary）アラナ

テ（Eddie Alanate）氏によれば数か月内に設立されるとのことのことであった。

・木材貿易等で得た収入は、森林造成のために使用するという特別基金を設置し、それを管

理することを主たる業務とする森林トラスト（Forest Trust－法第９条）を設立することに

なっているが、同上アラナテ氏によれば、まだ財務省が了承していないとのことである。

数か月以内に了承されるのではないかということであった。

（3）カストマリーランドにおける木材伐採（新森林法による）

　前述したケイス氏の資料によると、カストマリーランドにおける木材伐採の手続きは以下

のようである。

①木材を収穫し、販売することを欲するすべての者は、森林局長（Commissioner of

Forests）のライセンス（License）を得なければならない。ライセンスには２種類ある。

・大規模商業用事業：通常の木材伐採ライセンス（Ordinary  Timber  Harves t ing

License）

・200 ｍ 3 以下の小規模事業：地域木材伐採ライセンス（Local Timber Harvesting

License）後のライセンスは会社に与えられるのではなく、適切な個人に与えられ

る。またこのライセンスは、請け負い契約（sub-contract）してはならない。当該ラ

イセンスの保持者は、自ら伐採せねばならないこととなっている。

②カストマリーランドにおける伐採許可獲得手続

　５つの主たるステップがある。

・森林局長による潜在的森林利用決定（Determination of Potential Forest Use）の作

成（そこでは、当該土地は伐採に適しているとの言質がある）。

・土地所有権が決定され、土地所有者が慣習地有権の声明（Statement of Customary
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Ownership）を申し立てる。

・土地所有者の会合により、望ましいライセンスの種類を選択する。

・森林アクセス協定（Forest Access Agreement）がカストマリー代表者及び伐採会社

との間で結ばれる。

・州政府が当該協定に同意を与える。

③土地所有権の確認方法

　ライセンスを発行する場合において、最も重要なステップは、誰が真の土地所有者

であるかを決定することである。土地所有者達は、一旦潜在的森林利用決定がなされ

ると、木材に対する真の土地所有者を特定すべきことが、新森林法では求められてい

る。

　真の土地所有者を決定するためのステップには、時間が必要との認識が新森林法で

はとられている。近道をとらないことが重要であり、近道はしばしば、裁判所への訴

訟を引き起こし、事業を数年間遅延させるといわれている。

④土地所有権決定のためのステップ

・潜在的森林利用決定がある地域において、公表されると、土地所有者たちは、カス

トマリー代表者（Customary Representative）を任命するための会合を求める。

・カストマリー代表者は、森林規則（Forests Regulations）規定の様式で慣行所有権の

声明を州次官(Provincial Secretary)に提出する。

・カストマリー代表者は、潜在的森林利用決定の 90 日以内に当該慣行所有権の声明

を提出する。

・慣行所有権の声明は、他の土地所有者が誰が土地所有を主張しているかを分かるこ

とができるように、当該土地の公共の場において掲示する。

・それに反対する土地所有者たちは、60日以内に地方の法廷に反対声明を提出する。

・２か月以内に反対がなければ、慣行所有権の声明において名前が掲載されている所

有者が、所有者と決定される。もし、反対があれば、地方の法廷（慣習地訴訟法廷

－ Customary Land Appeal Court）が、土地所有者、カストマリー代表者を決定す

る。

⑤カストマリー代表者（Customary Representatives）

　当該代表者は、土地所有者たちによって任命され、木材販売において彼等を代表す

る。 また、適切に行動し、他の所有者達が欲する事項を行うという法的な義務を有し
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ている。

　森林法第74条では、当該代表者は環境を保全し、どのような受領金も他の所有者達

に配分しなければならないとなっている。

⑥森林アクセス協定（Forest Access Agreement）

　当該協定は、土地所有者たちと木材伐採ライセンス保持者との間の契約である。こ

れによって、ライセンス保持者が土地所有者達の森林にアクセスすることができる。

　もしある土地所有者の会社が、木材伐採ライセンスを欲するならば、当該土地所有

者の会社は、土地所有者たちと森林アクセス協定に関して交渉しなければならない。

カストマリー代表者は、当該協定について交渉しなければならない。当該協定は、ラ

イセンス保持者が何をするか、土地所有者たちが何をするかを規定したものである。

それには、木材伐採に関連するロイヤルティーやその他の支払い等についての事項を

含む。
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３－３－３　森林資源

（1）ソロモン諸島の森林資源

   一般にはソロモン諸島の国土面積28,349km2のうち約80％（２万 4,200km2）が森林といわ

れている。

　オーストラリアのインベントリー５から計算したとみられる森林タイプ別森林面積は表３

－ 16 のとおりである（このなかには相当量の劣化森林が含まれることや、統計処理のため

上記の森林面積とは一致しないと考えられる）。

表３－ 16　森林タイプ別面積

森林タイプ 面　積（ha）

低地雨林 236,606

丘陵林 2,104,302

山岳林 102,618

湿地・河畔林 108,945

かん水・マングローブ林 50,572

計 2,603,043

出所：A Report on the State of the Forest Genetic Resources of Priority Species in the

Solomon Islands.

　そのうち商用林面積（Merchantable Forest 又は Loggable Area）は以下のとおりである。

表３－ 17　州別商用林面積・蓄積

州 伐採可能面積（ha） 材積（ｍ3）

ガダルカナル 71,837 2,643,600

セントラル 14,398 702,700

チョイセル 115,254 6,546,400

マライタ 54,029 2,517,750

イサベル 71,630 2,650,310

ウェスタン 182,178 12,114,800

マキラ 31,910 1,130,000

テモツ 23,360 1,032,500

レンネル 33,904 630,600

計 598,500 29,968,660

出所：Solomon Islands National Forest Resources Inventory. Table 6.6, 6.7

　なお、ここで、商用林とは、胸高直径60cm以上の立木が最低25ｍ3／ ha以上で、その 樹

幹形が製材原木として適当である立木を有している森林とされている。ただし次の森林は除
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かれる。（同インベントリー Appendix ４）

・ 傾斜30°以上の孤立林地

・ 小面積に分散した林地（小面積林内製材に適するため）

・ 非商用林又は湿地に囲まれた林地

・ 傾斜 15 ～ 30 と区分された林地

  このように森林面積が多くを占めるものの、商業用として伐採可能な面積は小さい。さら

に、このような伐採可能な森林面積は今後も減少していくものと見られる。インベントリー

によれば、最近20年間で６万870haの森林が裸地・草地等の劣化状態の森林となっている。

また、最近では、毎年 1,200 ～ 2,500ha の天然林が、人口の急速な増加等のため農地に変換

されている。

  さらに、森林劣化につながる森林撹乱の原因として大きい順に、サイクロン、倒木（サイ

クロン等による）、 動物（林地掘り起こし）、洪水、歩道等のための踏み固め、伐採、地滑り

及びその他（火災、農作物栽培）の順にあげられている。

　森林資源が減少するなかで、商用林について回帰年45年で、年伐採許容量を 32万 5,000 ｍ3

としている。そのうち、調査対象地であるウェスタン州の年伐採許容量は11万 3,800ｍ3と

なっている（非輸出用丸太 15％を含む）。

（2）ウェスタン州

　ウェスタン州の森林タイプ別面積は下表のとおりである

表３－ 18　森林タイプ別面積（ウェスタン州）

森林タイプ 面　積（ha）

淡水湿地林 38,804

淡水湿地林（伐跡地又は劣化林） 1,084

丘陵地雨林 300,824

丘陵地雨林（伐跡地又は劣化林） 50,612

低地雨林 28,320

低地雨林（伐跡地又は劣化林） 24,992

マングローブ林 10,544

高地林 22,044

人工林 15,516

分類不能（雲のため） 2,956

その他 284

計 495,980

出所：Table 5.1  Solomon Islands National Forest Resources Inventory. Volume Six Western Province
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　インベントリーでは、農耕適地区域（Agricurtural Opportunity Area）６とするハンセルと

ウオール（Hansell and Wall、1974‐1976）の業績を紹介している。それによれば、ウェスタ

ン州における地域別の農耕適地区域は次表のとおりである。

表３－ 19　地域別農業適地面積

農耕適地区域 面　積（ha）

Oula 14,030

Mbarakoma 6,310

W.N Georgia terraces group 14,020

W.N Georgia lowland group 13,990

Ndemiri 5,980

S.N Georgia terraces group 17,110

Nggevala 6,700

Paeva－Mbulo 5,060

N. Rendova group 10,720

Lokuru 2,760

計 134,680

　これらの地域は同時に造林適地区域であると考えられる。なお、ニュージョージア諸島に

おけるこれらの区域を表示した当該地図（１／ 15 万）を入手しているので、参考になると

考えられる。

３－３－４　森林管理

（1）天然林の管理

　天然林の管理は、天然林における伐採の管理であり、適切な伐採事業を行わせるためソロ

モン諸島では｢木材伐採実施規定｣（Code of Practice for Timber Harvesting）が定められてい

る。

　当該伐採実施規定は、ソロモン諸島における伐採作業に適用され、伐採に従事するすべて

の関係者を拘束するものとし、その目的として次項を掲げている。

・伐採区域及び下流域の陸生・水生環境を保護すること

・土壌・水資源を保護すること

・文化的、歴史的及び考古学的価値を有する区域を保護すること

・健全で生産的な森林を維持すること

・安全な伐採作業を推進すること
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　さらに伐採事業に関連する関係者として４者（政府･林業局、森林資源所有者、伐採企業

及び村落）の役割と責任について言及している。

　すなわち、伐採作業における関係者の役割と責任を以下のように記している。

政府：

・すべての村落の利益のための政策、メカニズム、スタッフ及び資源の提供とすべての

資源の持続的利用、管理の推進。

資源所有者：

・長期的な観点からの資源の賢明な利用。

・生活のニーズを満たす森林資源のキャパシティの維持。

・近隣及び下流の資源の保護。

・林業局の木材管理部（ＴＭＵ）及び企業と協議しつつ当該実施規定の順守状況の監

視。

企業：

・土地所有者及び関係規制機関との協議による伐採計画の作成。

・実施規定に従った効果的作業の実行。

・村落及び会社双方の利益を最適化すること。

・将来に備えて、技術レベルを向上させるための地域村落のメンバーの訓練と雇用。

林業局／木材管理部（ＴＭＵ：Timber Management Unit）：

・健全な伐採作業を行わせるための土地所有者及び企業に対する援助。

・伐採計画の評価。

・伐採契約及び当該実施規定の遵守の観点からの伐採作業の評価とモニター。

・法律の施行。

・森林利用・管理に関する蓄積されたインパクトのモニター。

村落：

・森林資源の賢明な利用の観点から、資源所有者の教育・訓練に対する支援。

・価値及びニーズを政府、資源所有者、管理者、及び利用者に知らせること。
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　伐採実施規定の内容（目次）の大枠を示せば次のとおりである。

・規定に関する総論

　範囲、目的、関係者の役割と責任、良好な伐採作業管理の利益、政策の枠組み、法

律的枠組み、実施規定と専門的森林管理。

・土地利用管理

　伐採のための土地利用区分、択伐作業のため選木。

・伐採から除かれる区域

　木材伐採が許可されていない区域、保全・保護区域に対するバッファー帯状区域、

水路とそのバッファー区域。

・伐採計画

　伐採計画作成、計画作成スタッフ、計画のレベル、計画の変更、計画における作業

命令、伐採年次計画図の凡例。

・木材伐採作業のための建設作業

　貯木土場及び埠頭、道路、橋及び搬出路、採石、山元土場、集材路。

・伐採作業

　木材伐採作業、伐倒、玉切、集材、積み込み及び輸送、検知、丸太の所有権、木材

搬送船への搭載。

・木材伐採作業における天候条件

・伐採跡地における復旧

・伐採キャンプにおける衛生

　機材の維持・管理、衛生、訓練、作業監督、機材の安全確保。

・ヘリコプター集材

　システム、伐倒、丸太引き上げ、着陸場と大きさ、燃料補給区域。

・人工林管理と伐採

・伐採作業の評価

　作業評価、評価と爾後の行動手続き、天然林における伐採作業の評価（様式）。

　上記において｢人工林管理と伐採｣という項目が掲げられているが、項目のみが掲げられて

いるにすぎない。コメントとして「人工林管理は、木材産業において今後ますます重要とな

るものであり、一連の管理指針（a set of guideline for the Code for harvesting of the plantations

managed forests）を定める必要がある」と言及している。

　このような観点からも、「村落ベースによる造林計画策定のためのガイドライン」を策定

することとなる本開発調査は意義あるものと考えられるが、策定にあたって関係部局と十分
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意思疎通を図る必要がある。

（2）人工林の管理

　人工林の森林管理については、かつて森林局が大々的に森林造成を行った際の標準的な施

業方法は一応定められている。それらに基づき森林造成に関する主要な技術的事項として

「An Update of Plantation Forestry in the South Pacific」７において言及している標準的な施業

のうち主要植栽樹種等について記せば表３－ 20 のとおりである。

　なお、苗木の育成については、ソロモン諸島作業指示書（ＳＯＪＩＳ：Solomon Islands Job

Instruction Sheets）によれば、 ｉ発芽、ii 移植、iii スタンプ苗、iv裸根苗、v挿し木苗の一応

の仕様が定められている。当該指示書は今回の調査では入手できなかった。また、大抵の種

子は、産地試験において優秀な成績を示し指定された採種林から集められているか、施業中

の人工林で推薦された林分の種子で補完されている。種子採種の適切な時期も確認されてい

る。採種された種子は、ムンダの中央種子施設に搬送され、そこで、乾燥、洗浄、梱包、貯

蔵及び配布されることになっている。最近では、ムンダ の施設は、国家による造林が中止さ

れているため、海外からの注文を満たすための活動も行っている。

表３－ 20　主要植栽樹種について植栽密度、主伐期、間伐年次

第１回間伐 第２回間伐

　　　　樹　種 林齢 密度 林齢 密度

本／ha 年 本／ha 年 本／ha 年

Campnosperma brevipetiolata 677 6-8 300 10-12 200-250 30

Cedrela odorata 677 3-4 300 6-8 150-200 20

Eucalyptus deglupta 677 3-4 300 6-8 150-200 12

Gmelina arborea 833 3-4 400 6-8 200 20

Swietenia macrophylla 833 - - 10-12 150-200 30

Tectona grandis 833 6-8 400 10-12 150-200 30

Terminalia brassii 677 3-4 300 6-8 150-200 20

Terminalia calamansanai 677 6-8 300 10-12 150-200 30

主伐期

（製材用）
植栽密度
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３－３－５　対日関係

（1）貿易

　近年の対日貿易推移は下表のとおりである。年により若干の例外はあるが圧倒的に我がほ

うの入超である。

表３－ 21　ソロモン諸島対日貿易額（単位 SI$ '000）

年度 輸出 輸入

1993 171,762 (41%) 65,126 (15%)

1994 192,268 (30%) 79,902 (17%)

1995 207,778 (36%) 61,953 (12%)

1996 231,258 (40%) 66,980 (12%)

1997 230,691 (40%)

出所：p 60, 61.  Quarterly Review，September 1999，Central Bank of Solomon

Islands

（　）内は当該年度におけるソロモン諸島の総輸出・入に占める割合。

　日本は、ソロモン諸島にとって最大の輸出市場である。年により多少の変動はあるが平均

約40％で、第２位の英国以下を大きく引き離している（対日輸出主要品目は、木材、コプラ、

パーム・オイル、魚介類等である）。また、対日輸入は全体の 15％前後で、オーストラリア

に次いで第２位である。

　日本からの主要輸出品目は、鉄鋼、通信機器、建設・鉱山機械、自動車などの産業製品が

過半を占めている。また、日本の主要輸入品目は、1991 年には木材が全体の約 63％、1992

年には木材が全体の約 71％を占めていた。

（2）林産業における関係

　ソロモン諸島の木材生産は、80年代後以降、年間30～40万ｍ3台の水準にあったが、1992

年には、64万ｍ3と前年比約90％もの急増となった。この理由としては、東南アジア諸国が、

丸太の伐採・輸出規制を強化したことにより、ソロモン諸島産の木材に対する需要が高まっ

たことがあげられる。
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表３－ 22　年次別丸太生産量（‘000m3）

年度 生産量

1985 378

1986 471

1987 322

1988 310

1989 304

1990 442

1991 336

1992 640

1993 547

1994 267

1995 -

1996 -

1997 650

1998 604

出所：p 73 Quarterly Review，September 1999，Central Bank of Solomon Islands

　1997年以前では、ソロモン木材の約80％が日本へ輸出されていたが、最近では15～ 20％

と推測されている。これは、中国が洪水災害を契機として、同国政府がポプラ類の伐採を禁

止し、かなりの量のソロモン木材を買い付け、輸入したことを主な原因として、日本の輸入

割合が減少したためといわれている。

　ここ２～３年では、日本、中国、フィリピン及び韓国の輸入量全体で80％程度であるとい

われている。しかし、この傾向は数年続くかもしれないが、中国等の輸入材は中～低質材が

主体で、金額的に高くなく、一時的な傾向であろうとソロモン政府は見ている（1998年ソロ

モン中央銀行報告）。

　また、ソロモン諸島で造林事業を行っている民間企業はコロンバンガラ林産会社

（ＫＦＰＬ：Kolombangara Forest Products Limited）及びイーゴン・パシフィック植林会社

（EagonPacific Plantation Ltd.）の２社しかないが、この２社の造林木の主たる輸出先は、現

在、将来とも日本をターゲットにしていると考えられる。日本の場合、造林木は合板用丸太

としての輸入が主体で、輸出価格も高く歓迎されている。これは、ロール合板用丸太の剥芯

直径を６ cmまですることができるなど日本の合板製造技術が高く、若干のコスト高を吸収

することができるためである。

　このように今後ともソロモン諸島の林業、林産業と日本のかかわり合いは、基本的には一

定の関係を保って続行するものと考えられる。
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３－３－６　問題点

（1）森林資源の枯渇

　年間総伐採量が、許容伐採量を上回って伐採されているということが最大の問題であろ

う。しかも、港湾荷役設備、搬出路等のインフラ施設が整備されていない現状では、経済的

に採算のとれる森林が、極めて限定される結果、伐採がどうしても比較的搬出に便利な特定

の箇所に集中することとなり、過度の伐採が行われることとなる。その結果、伐跡地等によ

る森林内の疎開地（ギャップ）が大きくなり、陽性植物である蔓茎植物が繁茂し、後継樹発

生やその成育を阻害する。このようなことから、今後樹下植栽等人為により天然林の回復を

図るにしても、相当長期間の年月を要することとなろう。

（2）慣習地の近代化の促進

　ソロモン諸島の土地は、87％を部族が集団的に所有している祖先伝来のいわゆる慣習地

（Customary Land）である。個人所有が基礎となっている近代的土地所有関係に慣れている

我々にとって、誰を相手にするのか、代表者が誰なのか等煩雑な面が多い。

　森林伐採にあたって、伐採企業は、慣習地所有者と契約のうえ伐採が行われることとなる

が、伐採跡地の造林についても基本的に同様の手続きが必要と考えられる。造林木の帰属に

ついても明確な基準があるわけではない。このように未経験の問題もあり、慎重に対処する

必要がある。

　また、現地住民は慣習地の境界について、谷、沢、沼、尾根等を目印に部族の所有に係る

土地所有の範囲を承知しているものの、それが地図の上で明確に表示されていない（又はさ

れ得ない）ため、各種計画の具体的立案又は実施が円滑に進め得ない面があると考えられ

る。

（3）林業行政能力の不足

　次のような点が行政を推進するにあたっての問題点と考えられる。

・行政組織、実施体制が不十分

　林業局の組織は別（図３－１）に記したとおりである。特に各組織の長が、適任者

不在のため就 任していないことや（重要ポストの欠員）、担当者数の絶対数の不足が

いわれている。

・輸出木材の検知（輸出材積、格付け等）・モニタリング能力の不足

・職員相互のインセンティブの欠如

・森林行政に不可欠な森林計画制度の未整備

・メラネシア人特有のジェラシーによる行政執行の妨げ
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　新森林法はまさに調査団が訪問する直前に発効したものであり、ソロモンの森林・林業行

政は過渡期にある。今後本当に新しい法律の目的を達成するため、林業局の行政実施体制が

整うかどうか、現時点では全く不明である。前述したとおり、重要なポストでは空席があ

り、人材を募集しているところである。このような点でも、新しい政策が、実行されるかど

うか疑問がある。

３－３－７　造林事業体等

（1）民間企業による大規模造林事業等

①コロンバンガラ林産会社（ＫＦＰＬ：Kolombangara Forest Products Limited）

・背景：ＫＦＰＬは、1989 年ソロモン政府投資会社（ＩＣＳＩ：Investment Corporation

o f  So lomon  I s l ands）と英国開発公社（ＣＤＣ：Commonwea l th  Deve lopmen t

Corporation）のジョイント・ベンチャーとして設立された（投資比率ＣＤＣ 51％、

ＩＣＳＩ 49％)。

　1989年にＫＦＰＬは、リーバース・パシフィック木材会社（Levers Pacific Timbers）

が造成した 200ha の人工林を、次いで 1992 年には、林業局（Forestry Division）が造

成した7,500ha（当初１万2,000haといわれていた。これは実測した結果の数値）の人

工林を引き継いだ。林業局から引き継いだ人工林のなかで既に伐期に達しているもの

は、その後の造林資金を生み出すために伐採された。

・造林の状況：1999 年現在同社は１万 2,400ha の人工林を有し、樹種構成は以下のよう

になっている（表３－ 23 参照）。

表３－ 23　樹種別造林実施面積（ha）

樹種 面積

メリナ（Gmelina arborea） 5,500

ケテケテ（Campnosperma brevipetiolata） 1,350

カメレレ（Eucalyptus deglupta） 1,400

ブラウン・ターミナリア（Terminalia brassii） 950

シルバー・グレイウッド（Terminalia calamansanai） 300

チーク（Tectona grandis） 600

オオバマホガニー（Swietenia macrophylla） 600

その他 1,700

計 12,400

出所：An Update of Plantation Forestry in the South Pacific 10.3.2， p.103
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　人工林等の借地の合計は、３万 7,000ha であり、そのうち１万 6,000ha が植栽可能

地である。植栽地から除かれる区域は、傾斜30°以上の斜面、標高400ｍ以上の地域、

生産性の低い特定の土壌タイプの区域、水路に沿った河畔林（水路に沿って片側10ｍ

又は25ｍ必要とする両岸の帯状の区域でバッファーの役割を果たす）、生態的保護地

域等である。毎年の新植面積の目標値は 500ha、伐採後の再植面積は 250ha としてい

る。

　主たる４植栽樹種とその伐期、植栽密度、用途（すべて輸出用）は次のとおりであ

る。

○カメレレ　　　　：15 年＋、                     合板（日本）、製材（東南アジア）

○メリナ　　　　　：10 ～ 12 年、４×３（2.5）、５× 2.5   チップ

○オオバマホガニー：20～ 25 年、           　　　　 製材

○チーク　　　　　：20 ～ 25 年、2.5 × 2.5            製材

・苗畑（ポイテテ－ Poitete）：

・生産量：メリナ４万本／月（さし木苗）

　カメレレ２万 5,000 本／月（実生苗、種子はＰＮＧのブロロから取り寄せ）

なお、メリナのさし木苗生産のため、クローン採穂園（Clonal Orchard）が隣接して

設立されていた。

　発芽床には砂、やし殻及び液体肥料を使用しているとのことであった。

・価格：1 本 50 ソロモン・セントで販売している。

・研究：メリナの選抜育種を特に熱心に行い、選抜された精鋭樹の無性繁殖（さし木、

採穂園の設置等）を既に実用に供していた。今後は、無性繁殖した単一クローンの病

虫害抵抗性の研究が課題となるとのことであった。

　４人の研究者及び 20 人のスタッフを擁しているとのことである。

②イーゴン・パシフィック植林会社（Eagon Pacific Plantation Ltd．）

　韓国系のイーゴン・パシフィック植林会社（Eagon Pacific Plantation Ltd.）は、1995

年にニュージョージア島のビル（Viru）において政府の造林地を購入した。

　当会社の目的は、林業局から購入した造林地や、隣接する林地において造成する人工

林を活用して製材品を輸出しようとすることである。

　現在 8,000ha の人工林を有している。借地の総面積は２万 5,000ha であり、そのうち

１万 5,000ha は植栽可能地である。植栽地から除かれる区域は、ＫＦＬＰの場合と同様

の条件の箇所である。

　なお、同社は、造林区域、ガーデン区域（農作物栽培区域）及び天然林区域（残存区
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域）等といった土地利用区分をまず行い、土地所有者の理解を得る努力をしているとの

ことである。また、同社は、区域内において学校、教会を設立したり、フェローシップ

等の研修費用を負担するなど地域住民のインセンティブを得る工夫を講じているとのこ

とであった。

　植栽可能地はすべてカストマリー・ランドであり、造林の実施にあたっては、土地所

有者との同意が必須（真の土地所有者の確認が重要）ということであった。

・主たる造林樹種

　カメレレ、メリナ、マンギウム・アカシア、チークである。

③ソロモン合板会社（Solomon Plywood Limited）

　1999 年 12 月に操業を開始したソロモン諸島で唯一の単板・合板を製造しているフィ

リピン系の工場である（工場長－Managing Directorは中国系フィリピン人）。首都ホニ

アラから車で 30 分程度の距離にある。

　丸太消費量は、現在１操業ラインで単板を製造しており、年間2,000ｍ3の原木を消費

する予定であるが、近い将来更に１ライン増設し、年間4,000ｍ3の原木需要を計画した

いとのことであった。単板のサイズは４×８インチであり、すべてフィリピンに輸出し

ている。なお、試験的ではあるが、合板も製造していた。

　従業員の数は直接には聞けなかったが、工場内では事務員も含めて40人程度は作業に

従事していた。通勤トラックにより、送迎がされていた。工場長の話によると今後の問

題点として以下の２点が指摘された。

・原木の量的確保はソロモン材で可能と考えられるが、ステイン（着色等のよごれ）

等質的に劣る材が出材されるとみられる。

・単板ローラー、熱圧乾燥機等の資機材等の搬入コスト、機械部品の輸入、日常の維

持コスト等にかなりの金額を要する。

　ソロモン政府の政策の基本方針である付加価値、雇用の創出等のためには、適切な優

遇措置がとられる必要がある。このことは、前述した国家木材産業政策（３－３－２）

でも謳われているが、それが実際に機能することが必要であろう。

（2）村落ベースによる小規模造林事業

①コヒンゴ（Kohingo）島サイカ（Sychor）村

ａ．社会・経済条件

　ムンダから船で 30 分程度で、同島の南端に位置している。1996 年に、現在の住民

は他島から移住し、ＣＦＣ（Christian Fellowship Church プロテスタント－メソジス
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ト派から分派、ニュージョージア島北西部Jerichoが本拠地、同島では同宗派が広く活

動を行っている）の指導の下で開拓された村である。したがって、ＣＦＣの宗教活動

の影響が強く、後述の共同作業等もその活動の一環として組織化されていると見られ

る。ＣＦＣの目的は、社会・産業開発（industrialization）を通じた活動であるといわ

れている。

　人口は 200 人程度（約 30 世帯）、１万～１万 2,000ha が村落所有の土地でそのうち

700ha が登録地（registered land）となっており（1960 ～ 1965 年代の伐採跡地）、住

居、畑地等の区域となっている。農作物として、各家族に割り当てられたガーデン（約

１ ha）において、ヤム、タロ、キャッサバ、バナナ等を栽培している。これらの農作

物は自家消費用であり、またそれらの市場もなく、基本的に自給自足の経済である。

ｂ．造林事業

　1999 年４～６月にかけて村民の共同作業により、５ ha の植林を行った。これはボ

ランタリー作業であり、植林作業に対する賃金は払われていない。住民のインセン

ティブは、将来における木材販売による現金収入が主体で、副次的に家屋建築材（支

柱、屋根材等）、家具等の調達・取得も考えているとのことであった。５ ha の造林地

を見聞したところ、その状況は次のようであった。

○ 経営目的：商業用（輸出材を志向）、農産物はマーケットがないが、木材は輸出マー

ケットがあるためとのことであった。伐期における収入は、村、住民のために使う

とのことであった。

○造林地の状況

土地：前述の登録地及びカストマリーランドの双方にまたがっているとのことで

あった。

　植栽樹種と現在の状況

・マホガニー：樹高４～４ｍ（ポット苗）

・チーク　　：樹高２～４ｍ（スタンプ苗）

・カメレレ　：樹高 約３ｍ（ポット苗）

・メリナ　　：樹高 約３ｍ（スタンプ苗）

  植栽密度：すべて 333 本／ ha（３× 10 ｍ）

  ○苗木等：

・苗木等の購入　ＫＦＰＬから林業局を通じて購入、苗木 50 セント／１本、種子

150 ソロモン・ドル／１ kg

・苗木の種類　ポット苗：マホガニー、カメレレ
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　　　　　　　スタンプ苗：チーク、メリナ

・苗畑 　チークで 40 粒（果実）／１ｍ2、４ ha 程度の造林地造成に必要な苗木を

供給できるとのことであった。

  ○今後の予定：造林地を 50ha まで拡大する計画をもっている。

ｃ．天然林の状況

　河畔林（保護林とされている）を除いて、過去において全域に伐採が入っており、

二次林で劣化状況にある。住民は当該森林から、製材用木材、カヌー等の必要品を得

ている。なお村はチェーンソー２台を所有して、伐採用に使っている。

ｄ．今後の課題

・小規模ポータブル製材所の設置

　天然木、植栽木の伐採後ポータブル製材機によって丸太を製材したいという意向

を強く有していた。このことにより、付加価値が向上すると同時に木材の搬出・輸

送に便利になることから、村落にとって有利になると考えられる。

・苗木、植栽道具等の取得

　将来造林地を拡大する意向を十分有しているので、穴掘り用の鍬、草本等の刈り

払い用の鎌等の植栽用道具及び苗木、種子等の購入に充てる資金の調達が不可欠で

ある。

②ニュージョージア島 リキリキ（Rikiriki）村

　村の中心地はムンダから船で約30分のヌサバンガヤ島に位置している。人口は約700

人で、前述のサイカ村と同様ＣＦＣによって、事業等が組織化されている。

　造林サイトは船で10分程度戻ったニュージョージア島のリキリキ地区（Rikiriki sub-

region）にあり、リオズズロンゴ（Liozuzulongo）造林プロジェクトの下で植栽が行わ

れている。

　以前の天然木伐採搬出道路跡（マレーシア系企業ゴールデン・スプリング社のコン

セッションエリアであった）に沿って、道路片側 70 ｍ幅で植栽した。

植栽目的：一般用材（timber）をめざすが、具体的には決めていない。

植栽年　：1999 年 12 月

植栽面積：約３ ha

植栽樹種：カメレレ

植栽密度：４×３ｍ
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苗木　　：山引き苗

造林成績：不良

　植栽時の苗長は、50cm以上といわれているが、現地での観察ではほとんど消失してい

るか、10 ～ 15cm 程度の樹高で、生残率は極端に低いと考えられる。なお、樹高が２ｍ

になっている植栽木も見られた（これが植栽後３か月の通常の成長状態であろう）。不成

績の主たる原因として、苗木の不良（山引き苗）、植え付け方法の未熟等が考えられる。

植栽作業：12人の村人が選ばれ、作業に従事するとのことであった。選定方法は、村人

を３グループ（１グループ 100 人）にわけ、各グループから 12 人選定し１週間交代で

作業に従事するとのことであった。なお、木曜日は村人全員が作業することになってい

る（植栽に限らない）。

（3）ＳＷＩＦＴによる小規模天然林伐採事業

　ＳＷＩＦＴは 1994 年に始めた経済開発プログラムの１つであり、ソロモン諸島西部諸州

において従来から行われてきた地域住民と伐採会社との間の木材伐採契約に代わる事業とし

て、開始された。

　本年（2000年）２月には、本プログラムは１つの登録事業体（民間会社）として登録され

たとのことである（ＳＷＩＦＴマネージャーJohn Sasable氏による）。組織としては、３つの

事業部、信託部（Trust Division）、市場調査部（Marketing Division）及び船積部（Shipping

Division）からなり、伐採、玉切、製材、運搬を村落住民の登録グループに委託し、自ら製

材品をヨーロッパ（特にオランダ）に輸出・販売している。住民が必要とするチェーンソー

や簡易製材用鋸等の取得のための資金を融資している（住民から製材品を割り引いて買うこ

とによりローン返済を得ている）。

　注目すべき事項は、従来の民間の伐採会社による大規模な伐採事業（数千 ha）に比較し

て、１伐採区域を５haを基準とする小区域に限定する等の環境保護に配慮した天然林管理を

行っていることである。これらの天然林施業は、ＳＷＩＦＴが作成した“Natural Forest

Management Procedure”に基づいているとのことである。小規模伐採を行うことによって、

従来の民間会社による大規模伐採事業がもたらした森林劣化等の環境破壊を防止しようとす

るためといわれている。

　 現在までに約300 のグループがＳＷＩＦＴ事業に参加しており、そのうち 58のグループ

が管理する天然林においては、持続的な森林経営を行っているというＦＳＣ（Fo r e s t

Stewardship Council）の認証を得ており、当然そこから生産される木材には、ＦＳＣ認証の

エコマークを付しているとのことである。現在1,500ｍ3程度の製材品（伐採現地における製

材後 2 ～ 3 週間乾燥させたもの）の買い上げを行っているとのことである。
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　また住民には、1週間程度の研修（チェーンソーの取り扱いコース、木材格付けコース、

持続的森林管理コース等）を行っており、既に相当数の住民が技術を有しているとのことで

ある。

３－３－８　林業研究の動向

（1）林業局（Forestry Division）

　林業局は 1952 年以来 1,200 以上の異なる試験地において、200 種以上からなる 70 属以上

の樹種を対象に、各樹種の適地適木調査や成長試験等（樹幹形、病中害抵抗性、蔓植物抵抗

性、混植試験等）を行ってきた。その結果、前述した樹種を林業局は植栽してきた。

　特筆すべきものとして、小規模な育種プログラムが特にメリナにおいて行われた。1986年

に20のメリナのプラス樹木が確定された。続いて41の見本樹木が追加された。林業局の育

種活動の進行状況（研究活動を停止した時の）は表３－ 24 に示す。

表３－ 24　1995 年現在林業局によって設立された育種活動

クローン園 採種園

メリナ ○ ○ ○ ○

チーク ○ ○

マホガニー ○ ○ ○

出所：An Update of Plantation Forestry in the South Pacific. Table10.4

採種、採穂園
樹種 産地試験 採種林 プラス樹木

の選定

　しかしながら、これらの過去におけるほとんどの研究は、外部の専門家によって行われ、

林業局の関与は、プロットの設定や測定結果の記録にとどまっていたといわれている。

　また、研究の目的が明確には明文化されていなく、過去の研究では人工林造成に関する研

究に焦点が当てられていたものの、木材の耐久性や、植物標本等の研究も行われていた。

1995年になって既往造林地の民営化の方針が決まったが、研究の目的は依然として明確には

されず研究活動は資金不足のため低下した。

　林業局における研究の責任は、特に 1995 年以降、明確ではない。責任の不明確、資金不

足等のなかで、種子の採種と供給、村落への普及活動等が研究活動として行われてきた。特

に研究所がウェスタン州に位置していることから、国家レベルでの活動への関与は少ない。

また、樹木園、植物標本館が研究所として位置づけられているものの、ウェスタン州の研究

所との関係は薄い。

　明確な方針の欠如や制度面での脆弱さに加えて、研究員や研究技術面での絶対的な不足が

目立つ。現在の研究スタッフは、研究の設計、研究課題の発見、研究結果の分析等を行う能
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力を有していないといわれている。この結果、現在、研究活動は進んでいないし、過去にお

いて集められた膨大なデータの分析も行われていない。林業局の研究のための人材は下表の

とおりである。

表３－ 25　林業局研究人材及び将来計画

資格 1999年 2005年 2010年

Post graduates 0 2-3 4-5

Graduates 0 2-4 6-8

Diploma holders 1 4-5 8-10

Certificate holders 14 7-8 4-5

出所：A Strategy for Strengthening Forestry Research in the Solomon Islands. P18

　また優先して研究を行うべき分野として一応次項の目標を掲げている。

・ 天然林の管理

・ 人工林の造成

・ 生物多様性の保全

・ 村落林業

・ 非木質系林産物

（2）ＫＦＰＬ

　同社は、国際的な競争力の確保及び長期的な持続性確保のために、人工林の生産性の向上

に関する研究の重要性を認識している。したがって、研究も直接会社の営業目的に合致する

ように行われてきた。また、人工林造成に際して、社会的、環境的観点への配慮が、今後の

マーケットを確保するために必要なことを承知し、ＦＳＣのような認証機関の動向に留意し

てきた。

　主たる研究の方向は、適切なクローンの選択、無性繁殖による増殖を通じて生産性の向上

をめざすこととしている。この分野においてＫＦＰＬは、林業局の初期の成果を十分に利用

してきた。

　研究が不十分な一分野として、病虫害管理がいわれているが、現在まで深刻な事態には遭

遇していない。しかしながら、短期的な生産性の向上のみに焦点を当てている育種により、

遺伝的多様性が狭まり病虫害が発生する危険性を否定できない。

　技術部長（Technical Service Manager）が、４人の研究員と 20 人の日雇いベースの研究作

業員を率いている。また、ＫＦＰＬは研究に特化したものでなく、幅広い訓練プログラムも

擁している。例えばＳＩＣＨＥ（Solomon Islands College of Higher Education）学生への資
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金援助、短期間の訓練コースの提供等である。

（3）ＥＰＰＬ

　研究は未着手であるが、訓練は行っている（ＳＩＣＨＥ：ＮＺ等への派遣費用負担）。

（4）ＮＧＯ

　特にＳＩＤＴが社会的、生物学的研究を行っているといわれている。ＳＩＤＴは村落ベー

スのエコ林業プログラム（村落による持続的森林利用をめざす）の一環として研究を行うた

めに２つの州で研究プロットを設定した。村落は、プロットの設定と維持に関与し、既に郷

土樹種の成長率に関するデータの提供を行っているとのことである。

３－４　環境

３－４－１　行政

　環境行政は森林環境保全局のなかの環境保全部門が担当している。環境保全部門は 1985 年に

設立され、現在６名のスタッフが配属されている。

３－４－２　環境政策

　ソロモン諸島の経済や住民の生活にとって森林資源のもつ役割は極めて重要である。一方、過

剰な商業伐採、人口増加による居住地の拡大、焼畑農業による農地の拡大などによって国の森林

が著しく荒廃しつつあるため、中期開発計画のなかでは、「天然資源の保全と持続的な利用」が

環境政策の目標として取り上げられている。目標達成のため、関連法の実行強化・コミュニ

ティーの啓もうと参加促進・ＥＩＡ（環境影響調査）ガイドラインの開発プロジェクトへの導入

など５分野が重点分野としてあげられているが、このうちコミュニティーの啓もうと参加促進に

ついては、具体的に以下の３点が活動目標となっている。

－コミュニティーが管理する資源保護区の増加

－キャンペーンと教育プログラムの実施

－ＮＧＯの参加促進

３－４－３　戦略と行動計画

　1991 年には「国家環境管理戦略（ＮＥＭＳ：National Environmental Management Strategy）」が

策定された。ＮＥＭＳは、ＡＤＢが太平洋州５か国に行っている「地域環境技術協力プロジェク

ト」の一部として作成されたもので、ＩＵＣＮ（World Conservation Union）、南太平洋地域環境

プログラム（ＳＰＲＥＰ： South Pacific Regional Environment Programme）の技術支援を受けた。
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ＮＥＭＳのなかでは10の戦略とそれに基づいた48の行動計画が示されているほか、５年以内に

実施が必要な優先分野として以下の 10 分野が取り上げられている（優先順位の高い分野から示

す。なお、優先分野はＮＥＭＳ作成当時のものなので、なかには既に実施されている分野も含ま

れる）。

①環境に関する啓蒙と教育（SI$117 万）

②ＥＩＡガイドラインと政府の実施体制の構築（SI$16 万）

③海洋資源を中心とした情報データベースの整備（SI$45 万）

④既存の環境関連機関の強化

⑤地方政府の役割を考慮した環境関連法の包括的フレームワーク構築

⑥慣習地における植林事業の拡大（SI$120 万）

⑦慣習地における土地所有者の森林問題に対する意識改善（SI$41 万）

⑧小規模で持続的な伐採を通じた木材生産と市場化を目的とした土地所有者への支援

⑨伝統的知識と管理システムの保存（SI$57 万）

⑩沿岸環境管理計画の開発（SI$79 万）

　環境関連法案のうち「環境法（Environment Act）」や「野生生物保護法（Wild Life Protection

and Management Act）」は 1998 年に施行されている。また「環境インパクト評価（ＥＩＡ）ガイ

ドライン」も 1996 年に作成されている。

３－４－４　国際条約・協定

　ソロモン諸島が批准している国際条約・協定は以下のとおり。

- Convention on the Conservation of Nature and Natural Resources

- Convention on International Trade in Endangered Species of Fauna and Flora

- RAMSAR Convention on Wetlands

- SPREP Conventions

- Convention on Biological Diversity

- Convention on Climate Change

３－４－５　ウェスタン州の保護地区

　「National Forest Resources Inventory」レポートには、ウェスタン州で特別な環境配慮が必要な

「Ecologically Significant Areas」と「Environmentally Sensitive Areas」が示されている。このうち

「Environmentally Sensitive Areas」は、森林伐採が周辺の自然・社会環境に影響を及ぼす可能性の

高い地区として定義されており、次の５項目のいずれかに当てはまる地域を指している。
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①河川両岸 50 ｍの区域

②沿岸の主要湿地帯や湿地の上流域で、コミュニティーの生計活動にとって重要な資源を有す

る地域。200 ｍの保護ゾーンを提案する。

③非常に侵食の起こりやすい土壌を有するか 30 度以上の勾配の地域

④地域内主要４環礁の流域

⑤主要な海洋資源（さんご礁、マングローブなど）の上流域

　さらに、同レポートには、商業伐採を禁止し保全する必要のある保護地区として以下の８か所

（と面積）が提案されている。

① Central Marovo Conservation Zone （10,000 ha）

②Western Vangunu Forests（27,800 ha）

③ The Island of Tetepare（11,900 ha）

④ Hiriro Plateau（10,600 ha）

⑤Western Roviana Lagoon and Karst（19,950 ha）

⑥ Mount Veve（17,850 ha）

⑦ North-West Vella Volcanics（11,950 ha）

⑧ South Simbo Pyroclastics（500 ha）

　上記の分類によると、森林伐採が禁止されるべき地域はウェスタン州全体の約62％に上り、残

りの地域もほとんどが制限付きでの伐採しか認められないことになる。

　また、林業局研究所スタッフのレポート（1999）によれば、ウェスタン州の保護地区は以下の

３か所で、すべてコロンバンガラ島に位置している。

ａ）Tekolea Forest Reserve Area（Poitete）

　政府が保有する譲渡地で面積は384.3ha。林業局が1964年に開設し、現在は林業局の研究

部門が管理している Lowland rainforest species の森林。

ｂ）Vila Nature Reserve Area（Ringi）

　林業局とLivers Pacific Timbers Ltd. が保全と研究目的で開設した1,615ha の森林。政府の

保有地で、現在はＫＦＰＬがリース契約で管理している。Lowland and Riverine forest種が中

心。

ｃ）Tombulu Forest Reserve

　林業局の研究部門が保全と研究目的で設置した829.5haの政府保有地。Mixed primary forest

and old secondary forest species が中心である。
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第４章　ソロモン諸島に対する開発援助

４－１　ソロモン諸島への開発援助概観

　1998 年のソロモン諸島に対する２国間援助及び国際機関からの援助総額は約 SI$ ３億（約

US$6,240 万相当）であり（表４－１参照）、1997 年の援助総額である約 SI$ １億 6,300 万と比べ

約 84％の伸びとなっている。また、1990 年から 1997 年までの援助総額を見ると、２国間援助の

占める割合が82％、国際機関が18％と２国間援助の比率が非常に大きかった。しかし1998年に

は、政府の行政改革プログラムである「Policy and Structural Reform Programme」への支援、特

にＡＤＢからの支援額が急増したことにより、国際機関の援助額が全体の42％と急増している。

表４－１　対ソロモン諸島開発援助額（1998 年）

Bilateral/Multilateral

Bilateral

Multilateral

Total Development Assistance

Donor

Australia

Canada

Japan

Kuwait

New Zealand

PNG

Republic of China

United Kingdom

ADB

EU-EDF

     -STABEX

ESCAP

FAO

Forum Secretariat

IFAD

Pacific Community

SCFA

UNDP

UNFPA

UNICEF

WHO

World Bank

Development Assistance(x1,000)

AUD 12,397.0

CAD 169.7

US$ 8,520.0

SI$ 791.0

NZD 5,805.6

PGK 12,000.0

US$ 10,836.9

GBP 526.9

Total

US$ 15,888.0

EUR 2,431.2

SI$ 10,593.9

US$ 18.4

US$ 33.8

FJ 70.0

SI$ 591.7

(various)

AUD 273.6

US$ 1,454.0

US$ 67.1

US$ 165.4

US$ 1,249.5

US$ 1,850.0

Total

Equivalent in SI$ '000

37,564.7

546.4

40,981.2

791.0

15,194.4

23,040.0

51,510.0

4,204.5

173,832.2

76,421.3

24,208.5

88.7

162.6

168.7

591.7

810.8

829.0

6,993.7

322.8

795.4

6,010.1

8,898.5

126,301.9

300,134.1

出典：Solomon Islands Development Assistance Report 1998, Department of Development Planning, 1999
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　1998年の援助総額をセクター別に見ると、下表に示したとおり、政策や行政改革に関連した援

助が最も多く全体の 32％を占めており、インフラ整備が 31％でそれに続いている。農林水産業

を含む資源開発関連の援助額は約 SI$3,000 万、全体の 10％であった。

表４－２　セクター別援助額

Sector SI$ '000 % by Sector

Education 47,682.0 15.9

Health 26,816.8 8.9

Resources Development 30,485.1 10.2

Infrastructure 93,912.2 31.3

Administration and Reform 94,574.0 31.5

Others 6,664.1 2.2

Total 300,134.1 100.0

出典：Solomon Islands Development Assistance Report 1998, Department of Development Planning, 1999

４－２　林業分野におけるプロジェクトの概要

　林業分野において現在実施されているプロジェクト（公共部門）は表４－３のとおり４件であ

る。また林業局のレポートによれば、森林資源の持続的管理を目的としてコミュニティーレベル

で活動しているＮＧＯは以下のとおり５組織、そのうち①と②が調査対象地区で活動中である。

①ＳＷＩＦＴ（ Solomon Western Islands Fair Trade）

②ＳＩＤＴ（Solomon Islands Development Trust） and GREENPEACE

③ＩＳＦＭＰ（Isabel Sustainable Forestry Management Project）

④ Komuniboli Eco-Forestry Project

⑤ SOLTRUST

表４－３　林業分野で実施中のプロジェクト（公共部門）

Timber Control / Management

Customary Land Reforestation

SPRIG Project

ACIAR Nutritional
Requirement

AusAID

NZ

SIG

SPC

AusAID

Grant

Grant

Grant

Grant

プロジェクト
費用（SI$）

5,575,000

148,000

100,000

1,000,000

100,000

6,923,000

1991－ 2001
発生額 （SI$）

5,575,000

94,000

100,000

1,000,000

100,000

6,869,000

プロジェクト名 ドナー 無償／有償

Total

出典：Medium Term Development Strategy 1999-2001, Volume 2, Department of Development Planning
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　各ドナーやＮＧＯの支援によって実施済み、または実施中のプロジェクトの概略を次に示す。

４－２－１　オーストラリア

（1）Solomon Islands National Forest Resources Inventory

　1991 年８月から 1993 年 12月まで実施（レポートは 1995 年２月発行）された国内全域に

係る森林資源調査である。本調査では、森林を木材資源量として把握するだけではなく、住

民生活とのかかわりから森林の価値を検討する試みや、環境面からの調査を取り入れてい

る。収集された情報はデータベースとして整理されているため、現在でもＧＩＳ情報作成な

どに利用されている。本格調査でもコミュニティー情報などが入手可能とのことである。

（2）Timber Control Unit Project

　プロジェクトは、森林伐採に対する天然資源省の管理能力の強化と住民の権利や環境保全

に関する啓もうを目的として、1991年から 1996年の約５年間で実施された。プロジェクト

費用は総額でA$（オーストラリアドル）403 万（援助額）と SI$177 万（ソロモン政府負担

分）。活動の中心は以下の５分野であった。

①TIU Deployment：国内８か所に管理所を設置。森林伐採を監視。天然資源省中央及び

管理所との連携強化。

② In-Service Training Program：森林管理官への訓練

③Research and Development Procedures：輸出価格システムの導入。製材品の質の向上

④ Landowner Extension and Advisory Service：住民に対する啓もう・訓練

⑤ Project Management

　本プロジェクトは前政権時代に実施されたが、森林伐採を管理するための枠組みづくりと

いうプロジェクトの趣旨に対して結局政権からの支援が得られなかった。それどころか逆に

伐採量が大幅に増加したため、オーストラリアがそれに反発して、最近まで４年間以上にわ

たって援助を停止するきっかけともなったプロジェクトである。

（3）Forestry Management Project

　現政権になってから、上記プロジェクトと同様な目的で始められたプロジェクトで、開始

は 1999 年８月、３年間の予定である。プロジェクトの目標は、①森林の持続的管理の強化

と、②政府・森林所有者の森林からの収入を上げることである。活動は以下の分野からなっ

ている。

① 1999 年に制定された森林法を円滑に施行するための法制度整備

②森林管理改善のため林業局の組織強化と施設改善
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③伐採量削減のため関係組織の環境整備

④国内の加工産業振興のための法制度や施設の改善

⑤持続的森林管理や利用に関する技術調査

　本プロジェクトでは、現在はチームリーダーが常駐し短期ベースでコンサルタントが派遣

されている。2000年後半からは林業専門のコンサルタントも長期ベースで加わるとのことで

ある。加えて、本プロジェクトでは現政権下の政府組織、特に林業局を中心に組織のあり方

を見直し中であるため、本格調査との関わりは深くなると考えられる。

（4）South Pacific Region Initiative on Forest Genetic Resources（ＳＰＲＩＧ）

　South Pacific Commissionがオーストラリアの支援を受けて実施したプロジェクトで、ソロ

モンの他、フィージー、サモア、トンガ、バヌアツの５か国が対象である。プロジェクトは

1996年12月から３年間の予定で実施されたが、ソロモンでは開始が1998年７月と遅れた。

プロジェクトは、地域の優良樹種の発見と保全を目的として、研究や組織強化に係る活動を

行っている。活動の１つとして、1999年に「ソロモン諸島における優先樹種に係るＲＲＡ調

査」が全国の 30 村（うち西州では９村）を対象に実施されている。この調査によって、木

材と住民生活とのかかわり、例えば現金収入、家の建築、工芸品、果樹、アグロフォーレス

トリーといった面から住民が好む樹種が特定されている。

（5）Nutrition of Tropical Hardwood Species in Plantations in the South Western Pacific, ACIAR

 　Australian Center for International Agricultural Research（ＡＣＩＡＲ）が 1997 年７月から

３年間にわたり実施している研究プログラムである。特に、荒廃地での植林を通じて

hardwood timbersを持続的に生産するために必要と考えられる科学的知識や技術情報を蓄積

することを目的としている。

４－２－２　ニュージーランド

（1）Malaita Customary Land Pilot Reforestation Project

　慣習地における産業植林を振興するためのパイロットプロジェクトとして、マライタ州２

か所合計245haの植林地を対象に1985年から1990年まで実施された。一般的に失敗プロジェ

クトと評価されているが、その主な理由・内容は以下のとおりである。

①植林を行う住民（土地の所有者）に対して、当初は単なるインセンティブとして作業

量に応じた支払いをする予定であったが、結局、日払いで賃金を支払いはじめてし

まった。このシステムを変えようとしたところ住民は反対し、結局、更に高い賃金を

支払うことになってしまった。その後、賃金の支払いがなくなるとともに活動も停止
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した。住民は、森林管理の責任は自分たちではなく政府にあると考えていたが、それ

を改善することができなかった。

②植林では住民にとって短期的な便益が見込めない。現金収入を短期的に得るために、

植林とともにアグロフォレストリーの考えを導入し一部の地域では裁培を始めてい

た。しかし、住民は上述のとおり賃金を期待し、賃金が支払われないことが分かると

興味を示さず、計画は頓挫した。

③住民生活に極めて密着した重要な樹種を考えずに植林樹種の選定をした。

④政府内にプロジェクトの管理体制ができておらず、管理は６か月ごとにプロジェクト

を訪問するニュージーランドのコンサルタントに委ねられていた。そのため、植林用

資機材の調達や苗床の準備が適切になされなかった。

（2）Customary Land Reforestation Project

　上記プロジェクトの継続プロジェクトとして、1992年から 1997年まで実施された。目的

は、①林業局及び所属する普及員の能力強化と、②慣習地２か所をモデル地区とした中規模

植林の実施であった。活動内容と状況は以下のとおり。

①能力強化：当初は、関連スタッフの訓練やプロジェクト評価システムの開発などを

行ったが、ソロモン政府から負担分（普及スタッフの給与など）の資金提供がなされ

なくなったため、ニュージーランド側も最後の２年間は資金援助を停止した。その結

果、普及活動の停滞、スタッフ数の減少、モラルの低下などが生じた。

②慣習地でのモデル植林事業：２か所の予定であったが、最終的には北ニュージョージ

ア、コヒンゴ島のアコラ（Aqorae）コミュニティー１か所、200ha だけが適地として

選定された。この事業は、コミュニティーの土地所有者とニュージーランドなどの投

資家とのジョイントベンチャー事業として企画され、ＫＦＰＬの技術及び運営支援を

受ける予定となっていた。しかしながら現在までのところ、上述のとおり資金援助の

停止もあったため投資家は見つかっていないほか、土地の所有権の明確化・登記とい

う作業も滞っている。ニュージーランド高等弁務官によれば、事業を今後どうするか

について、契約をコミュニティーベースから世帯ベースに変更するかなど改善策の可

能性を含めて近いうちに決定するとのことである。

（3）North New Georgia Reforestation Project

　1979 年に設立された北ニュージョージア木材会社（ＮＮＧＴＣ）は、その翌年に Levers

Pacific Timbers（ＬＰＴ）社との間で北ニュージョージアの慣習地７万5,000haの伐採権を30

年間にわたり認める契約を締結した。ＮＮＧＴＣは地域の土地所有組織であり、慣習地の森
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林資源の有効利用を図るため、1981年にニュージーランドのコンサルタントの支援により本

プロジェクトの計画を立案した。プロジェクトでは特別基金を設けＮＮＧＴＣがＬＰＴ社か

ら受け取るロイヤルティー（使用料）の一部を貯えて、地域のコミュニティー事業に利用す

ることになっている。

４－２－３　ＥＵ

　政府が森林の持続的管理を強化していけば、そのままでは当然歳入が大きく減少することにな

る。ＥＵでは、特に短中期的な視点から森林伐採量を確実に減少させる目的で、STABEXプログ

ラムを通じた林業分野への支援を行っており、具体的には林業分野からの歳入の減少を資金援助

によって補うものである。支援額は 1994 年、1995 年が約 SI$110 万、1998 年が SI$2,000 万であ

り、これらの資金はコミュニティーベースでの木材生産に係る訓練・植林・加工のための資機材

購入などに充てられている。このほかＳＷＩＦＴ（ＮＧＯ）を通じた支援により、エコ木材の生

産促進にも寄与している（後述）。

　天然資源省が計画開発省に提出した「2000 年 STABEX 資金の割り当て申請」によれば、林業

分野での STABEX 優先事業として以下の事業があげられている。

表４－４　天然資源省より提案された STABEX 優先事業

To evaluate the potentials for a joint SIG/
Industry/Resource owner cooperative re-
structure program

Economic evaluation of residual SIG plan-
tation and associated gov't land

Interventions to support community initia-
tives for reforestation of degraded areas

Scientific research in forestry sector

To complete the toxonomic classification
of SI forest biodiversity and to demonstrate
the variety and complexity of SI rainforest
flora

Repair and maintenance or relocation of
provincial offices and houses

Timber treatment and storage facilities, etc.

To establish a post certificate forestry pro-
gram at SICHE

SI Timber Industry Struc-
tural Adjustment: An Eco-
nomic Evaluation

Plantation Privatization /
Expansion Study

Customary Land Reforesta-
tion
Community Reforestation

Forest Research Strengthen-
ing and Revitalization

SI Biodiversity Documenta-
tion and Demonstration

DFEC Infrastructure Sup-
port

Eco-forestry and Value
Adding Support Scheme

Education and Institutional
Strengthening for Sustain-
able Forestry

Amount
(SI$ million)

0.25

0.6

10

6

6

5

5

6

Duration
(yrs)

0.5

1

5

5

3

3

2

3

National

National

National

National

National

National

National

National

Project ActivitiesCoverage
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４－２－４　Solomon Western Islands Fair Trade（ＳＷＩＦＴ）

　ＳＷＩＦＴは、キリスト教宗派の１つである United Church が実施している経済開発プログラ

ムであり、特に森林の持続的管理にかかわる活動を中心に展開している。ＳＷＩＦＴでは、大規

模な森林伐採に代わる住民の現金収入獲得の機会を見いだすとともに、持続的な木材生産を通じ

た森林資源の保全を目標として、「Sustainable Community Forestry and Timber Marketing Project」

を実施している。対象は、ウェスタン州とチョイスル州である。プロジェクトは天然林の更新に

よる木材生産と販売の２つのコンポーネントからなっており、主な活動内容は、①持続的森林管

理と木材の生産に係る啓蒙・訓練、②木材の輸送・市場化のための小規模アクセス道路などの建

設、市場の開拓、輸送手段の確保である。

　プロジェクトで生産された木材は、いわゆる「エコ木材」と呼ばれて商品化がなされており、

現在ではオランダで販売されている。本プロジェクトは 1995 年から 1998 年までを第１フェー

ズ、1998年から2001年までを第２フェーズとして現在実施中である。現在の受益者は60名との

ことであった。第１フェーズの実施により、1997年には受益グループに対して平均で年SI$3,350

の利益を上げたと報告されている。

　プロジェクトは、ＥＵ、ＩＣＣＯ（Interchurch Organization for Development Cooperation：オラ

ンダベースのキリスト教系ＮＧＯ）などから資金支援を受けている。また、1998年にＩＣＣＯか

らＥＵに提出された第２フェーズの要請書によれば、第２フェーズの総費用は約ＥＣＵ 135万、

そのうちＥＵがＥＣＵ 90 万、ＩＣＣＯがＥＣＵ 40 万、ＵＫ　ＦＳＰ（ＮＧＯ）がＥＣＵ５万を

支援することとなっている。

　現在ＳＷＩＦＴは会社組織として登録されており、①住民の啓蒙・訓練を始めとするプロジェ

クトの実施や運営管理を担当するトラスト、②マーケット、③生産地から海外の販売地まで木材

運搬を担当する輸送（船を所有）の３部門から構成されている。現在のところ収支は黒字である

とのことである。また 1997 年には、エコ木材生産に必要な体制が整備されていることが認めら

れ、ＦＳＣ（Forest Stewardship Council）とＳＧＳより「Green Umbrella」認証を受けている。こ

れにより、生産者に対して同様の認証を与える権利を獲得した。なお、これら生産者に対して

は、無料訓練のほか初期投資に必要な資金を無利子で貸付けもしている。

４－２－５　Rural Development Trust Board（ＲＤＴＢ）

　北ニュージョージア地域で1999年より始まった林業・農村開発事業として「North New Georgia

Sustainable Social Forestry and Rural Development Project」がある。対象はGolden Spring社によっ

てかつて伐採が行われたか現在進行中の地域で、総面積は４万haの慣習地である。プロジェクト

の目的は、慣習地における開発を通じて、伐採から得られる資金の有効利用と環境保全をベース

としたコミュニティー開発のモデルを構築することにある。提案されているプロジェクト・コン
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ポーネントは以下のとおり。

①インフラ：プロジェクトオフィスの建設、道路・集材所・港の整備

②土地資源調査：森林伐採の影響評価と土地利用・管理計画の策定

③林業：苗床準備と研究、環境保全、技術訓練

④農地利用調査：作物・作付の転換によるアグリビジネスの可能性調査

　プロジェクトの起源は、Christian Fellowship Church（ＣＦＣ）が支援するドゥバハ村において、

強いリーダーシップの下、住民が地域の開発活動を始めたことにある。そのなかで住民は、４・

５年をかけてコミュニティー開発基金としてSI$30万を貯え、ＫＦＰＬから苗木を購入するなど

している。さらに開発を進めるためには外部からの技術支援が必要と考え、この基金の利用を前

提に、ＣＦＣを通じてクイーンズランド大学及びクイーンズランド州政府の技術支援を要請した

のである。現在、クイーンズランド大学の教授がこれにかかわっているが、渡航費用などをこの

基金から捻出しているとのことである。

　Rural Development Trust Board （ＲＤＴＢ）は本プロジェクトの管理主体として設立されたボ

ランティア組織である。ＣＦＣスタッフや住民がメンバーで、オーストラリア青年がボード長を

務めている。１村から始まったコミュニティー活動は既に近隣へも波及し始めており、プロジェ

クトの対象地域もニュージョージア島の北側ほぼ全域に広がっている。ただし資金が確保できて

いないため、プロジェクトとして支援がなされているわけでない。現在資金源を幅広く求めてい

る。

　プロジェクト地域には異なった部族が居住しているが、例えば苗木の共同購入や苗床づくりな

ど協同して問題なくやっているとのことである。特に政府が関与せず住民とＮＧＯが主導して進

める本プロジェクトのやり方は、今後のコミュニティー開発の方向性を示唆するものとして注目

される。なお、本プロジェクトは、首相のほかウェスタン州政府から認知されているとのことで

あった。

４－２－６　Solomon Islands Development Trust（ＳＩＤＴ）

　ＳＩＤＴは、農村部住民の生計向上を目的として設立された、スタッフ300名を擁する国内最

大のＮＧＯである。スタッフには、地元出身で、現地の最前線で活動する数多くのＶＤＷ（Village

Demonstration Workers）が含まれている。

　ＳＩＤＴの活動は、①栄養、②衛生、③健康改善、④小規模の生計向上の４分野からなってい

る。このうち小規模の生計向上分野では、「開発と保全」部門及び「エコフォーレスト」部門を

通じて、天然資源の持続的伐採と少額の現金収入獲得に関連した支援を行っている。活動には例

えば、森林資源管理に関する住民の啓もうや訓練、木材生産に関する技術支援、エコツーリズム
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などが含まれる。

　ＳＩＤＴに対してはＥＵ、ニュージーランド、ドイツ、カナダ、オーストラリアや海外のＮＧＯ

など多くのドナーとソロモン政府が資金支援をしており、1998 年には援助総額がSI$268 万に達

している。このうち林業分野で最大のドナーはＥＵで、1998 年にはエコフォーレストに対して

SI$21万の支援を行っている。ＳＩＤＴによるエコフォーレストの活動は1995年に開始され、５

州でプロジェクトが行われている。

　また、2000年にはグリーンピースと共同で、ニュージョージア諸島にあるマロバ・ラグーンに

おいて「Social Impact Assessment」を行っている。調査は 30 コミュニティーを対象として社会

調査を行ったものであり、林業活動に関する情報も多く含まれている。2000年の６月には報告書

が完成するとのことであり、本格調査においては対象地域の社会状況を知るためにも有用である

と考えられる。さらにニュージョージア諸島にはＳＩＤＴのＶＤＷが 12 名おり、社会調査実施

の際には参加することも可能とのことである。
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第５章　本格調査の構想

５－１　林業・林産業

５－１－１　調査の概略構想

　本調査は、村落において、天然林の伐採跡地等で草地となっている等人工造林を必要とする区

域、及び劣化状態にあり樹下植栽等のための施業を必要とする特定の天然林の区域を対象とし

て、住民参加等の面で社会林業の手法を用い、商業用木材を対象とし最大の利益を生み出すこと

を目的とする点で産業造林の考え方を取り入れた森林造成計画、天然林管理計画を第一段階とし

て策定するものである。

　次いで策定した計画に基づいて、森林造成等を実施するための組織の構築・運営、植栽等の作

業を実際に着手させ、初期における当該事業の実施状況を観察、監視すると同時に村民に対する

技術指導等を行うこととする。

　最後に、以上の計画の策定、観察・監視結果及び指導等の状況ならびにニュージョージア諸島

全体の概略調査等に基づき林業局職員向けのガイドライン（村落林業についての政策、施策等の

方向、実施にあたっての留意事項等を記したもの）を策定するとともに、地域住民向けにはマ

ニュアル（苗木の育て方、植え付け方法等のポンチ絵等が描かれたもの等）を作成する。

５－１－２　調査にあたっての基本的考え方

　本調査は、住民参加等の面で「社会林業」、商業用樹種を選択する等の面で「産業造林」、更に

天然林の復旧を視野に入れる点で「天然林管理」といった従来の森林造成目的の面からみると互

いに異なる３つの観点からのアプローチによって、村落における森林造成を達成しようとするも

のである。したがって、「村落林業」に集約される形でこれら３つの観点を総合的に捉えたアプ

ローチが必要となる。

（1）社会林業

　地域住民の生活福祉の安定・向上を目的とする林業である。社会林業を成功させるための

重要な要素は、インセンティブの付与とそれに基づいた住民の直接参加である。したがっ

て、このようなインセンティブが存在しないような地域では、社会林業は存在し得ない。

　このため、十分聞取り等調査を行い候補村落について事前調査（ベースライン調査）を行

い、その地域の特性（生活レベル・文化・習慣・宗教等）を把握し、土地問題発生の可能性

と住民のインセンティブを確認したうえで対象村落を選定する必要がある。

　そのうえで次項を確認することが必要である。また次項の確認が不可能な場合は、フィー

ドバックして再度社会林業の必要性や実施可能性等について検討することが必要となろう。
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①ソロモン諸島の政策と整合されているか

②もたらされる利益は、十分公平であるといえるか

③計画策定に地域住民の参加が可能か

④用いる技術手法等が維持・管理が容易で、普及性を有しているか

⑤地域住民と密接な関係を有するＮＧＯの活用が将来又は現在可能であるか

（2）天然林管理

　天然林の適正な保護と持続的利用を目的とする林業である。天然林は、安定した生態系を

形成し、地域環境に重要な役割を果たし、また地球規模の環境形成にも少なからず影響を及

ぼしている。

　ソロモン諸島においては、木材供給源として人工林ではなく、現状では天然林に依存せざ

るを得ない状況にある。また村落においても、カヌーの用材等を天然林からの木材に依存せ

ざるを得ない状況にある。天然林の特性を維持しつつ持続的利用を図っていく必要がある。

　今後、天然林の取り扱い等に関し、次項が必要と考えられる。

①調査対象村落における天然林の位置づけを確認し、既存畑等の非林地も含めた総合的

な土地利用の中で、天然林管理を捉える必要がある。

②天然林の現状、特性、役割等を考慮したうえで、天然林のゾーニングを行い、択伐等

による木材生産用林、保護林等に区分する。そのうえで復旧を必要とする天然林を特

定する（持続的利用のための天然林施業方法の技術的指針が必要となる）。

③また、天然林の劣化状況を把握し、その原因を究明し、緊急性の高いものからその回

復を図るための最適な計画を策定する必要がある（回復にあたって、環境保全なの

か、地域住民の必要材を得るためなのか、商業用木材を得るためなのか、また複合し

ているのか等現地の状況により確認しておく必要があろう）。

（3）産業造林

　持続可能な開発・利用による森林資源の培養を目的とする林業である。人工造林によっ

て、国内外等の木材需要に対応するものであり、森林資源が持続的に利用可能となるよう、

得られた収益により継続的な投資が実施され、森林管理計画が遂行されることとなる。

　このような産業造林は、適切な森林管理計画の下、基本的には民間セクター（本調査では

村落）を中心に推進されることとなる。そのため、一般に基盤整備、試験造林が必要である。

産業造林を進めるためには、一般に次項が必要である。

①産業造林適地のゾーニングを行い、農業適地との調和のとれた実施を考慮する必要が

ある。
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②安定的かつ持続的な森林資源の利用を目標とした適正な管理計画の下で実施するこ

と。

③地域住民及び自然環境を考慮した造林計画の策定を行う。

　以上の基本的考え方に留意しつつ、本調査の構想を示せば次のとおりである。

５－１－３　本調査の構想

［フェーズⅠ］

・ソロモン諸島政府によって選定された候補村落のなかから、社会経済条件調査等の結果を踏ま

えて、モデル村落を選び確定する。

・住民との協議のうえ、森林造成等の対象地域を確定し、踏査する。

・森林造成計画（人工林造成を対象とする）、天然林管理計画（樹下植栽等天然林復旧施業を対

象とする）を策定する区域を確定する。

・航空写真、地形図等を入手し、対象地域を写真上で確定する。

・初年度植栽箇所等について必要な場合簡易周囲測量を行う（モデル箇所のような小面積に限

る）。

・ 森林造成を行う区域の自然条件、住民のニーズ等に関する調査を行う。

・商業的観点から有望で、需要に対し幅広い対応力のある植栽樹種を選定するため市場調査を行

う。その結果を用いて目標とする生産丸太の用途、寸法（最小末口径、長さ）等を決定する。

・将来の収穫量を算定するための根拠となる資料等を収集する。

・人工林造成区域、天然林施業区域を、必要に応じ、施業区分（植栽樹種等の相違）に従って細

分し、必要があれば特定のモデル区域について簡易測量を行う。その結果を図示する。

・村落ベース造林計画の策定を行う。

ａ．投入量及び実施スケジュール

ｂ．管理・運営事項

ｃ．技術的事項

ｄ．社会的配慮(土地保有、住民の役割等)

ｅ．経済的配慮(目標とする産物、市場、費用・利益等)

ｆ． 環境的配慮

 ［フェーズⅡ］

・ 策定された計画に従って、造林を実施する。計画に従って、苗木の調達、造林地区域、造林実

施体制の確認等を行う。必要に応じ、現地におけるハード技術（造林技術等）、ソフト技術（効
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率的な組織、情報伝達方法等）の指導を行う。

・ニュージョージア諸島全体の村落ベースの造林の実施状況等を調査する。

・一定期間を経た後、造林事業の実行状況を観察・監視する（苗畑の設置・運営を含む）。この

場合、ハードな事業の進捗状況（苗畑の状況、植栽木の生育状況、生残率等）とともに、ソフ

トな事業の進捗状況(組織の継続性、新規組織の設立等)も監視する。

・監視結果の問題点を把握・分析し、今後の課題を設定する。今後の課題については住民と協議

し設定する。

［フェーズⅢ］

・前回の課題設定に対する課題の達成状況を監視する。

ニュージョージア諸島全体の造林の実施状況等の調査を前回に続いて行う（前回訪問したと同

じ箇所も含む）。

・村落造林ガイドライン、マニュアルの策定を行う。これらのガイドライン等の策定にあたって

留意すべき点は次のとおりである。

①中～長期間必要とする林業経営において、市場における的確な需要予測を行うことは困難で

ある。かなり広範な事態に対応できる経営目的を設定する必要があると考える。樹種ごとに

どのような経営目的を設定するか、工夫が必要であろう。

②品質の良い種苗の購入・育成方法に留意する。

③天然林近くに人工林を造成する場合が多いと考えられる。病虫害情報、予防対策等について

も考慮しておく必要がある。

④ 計画－実行－監視－（フィードバック）－再計画というマネージメント・サイクルに慣れて

いない地域住民に対して、当該サイクルの重要性について普及・啓蒙する観点も含めるこ

と。

⑤現在ソロモンにおいては、森林・林業行政は過渡期にあり、特に新森林法が確実に施行・実

施されるかどうか全く不明である。人工林の経営・管理についての“Code of  Practice”は

まだ策定されていない。カウンターパートと連携しながら、ガイドラインにおいて必要とさ

れる事項について、十分検討すること。

５－２　社会経済

５－２－１　政府の役割

　本調査は、住民が主体となって植林と森林資源管理を行うことを前提としたものであるが、そ

こに政府の関与が全く必要なくなるというわけではない。しかし一方、現在の林業局は人員・技

術力・資金力すべての面で極めて弱く、住民に対する支援はあまり多く期待できないのが現状で
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ある。したがって、調査を通じて林業局の現状を把握したうえで、政府の役割をどこに求めれば

もっとも効果的かつ可能であるのか、そのために必要な政府の強化策は何か、ＮＧＯや住民組織

とはどう連携すべきか、について十分に吟味することが必要である。上述したとおり、森林伐採

の管理を強化するために現在オーストラリアが林業局の組織強化を進めているので、こうしたプ

ロジェクトとも密接に連携することになると考える。また、新しい森林法の施行が始まっている

ことなどから、本格調査のなかではそうした政策のレヴューと、必要と判断されれば改善のため

の提言を含めることも求められよう。

５－２－２　調査対象となるコミュニティーの選定

　調査対象となるコミュニティーは、今後林業局が推薦する 10 程度の候補コミュニティーのリ

ストに基づき、本格調査団と共同して最終選定することになっている。林業局ではコミュニ

ティーのコミットメントの高さを主要基準の１つとしてリストアップする予定である。最終選定

にあたっては、調査対象地区が広範囲であることから、まず既存情報に基づいて地区全体の概要

を把握するとともに小地域単位での特徴を明らかにする必要がある。理想的にはそれぞれの地域

を代表できるようなコミュニティーを調査対象に選ぶことが望まれるが、少なくとも、それぞれ

の地域特性を広くカバーしたガイドラインを作成することを念頭に、調査対象を絞り込んでいく

ことが求められる。

　既存情報としてベースとなりそうなのは、森林資源に関する過去の調査レポートや文献、航空

写真のほか、林業局がデータベースとして保有しているといわれるコミュニティーの情報や地区

内で活動するＮＧＯの意見などが考えられる。さらに、調査団が候補地を訪問し、コミュニ

ティーのコミットメントが実際に高いことを確認する必要がある。また、コミットメントが高い

と判断された場合、その背景やメカニズムなどについて仮説を立てることができれば、その後の

調査方針を決める際にも大いに貢献すると考えられる。

５－２－３　コミュニティー調査

　コミュニティーの調査には、ＲＲＡ手法など短期間でコミュニティー内部の情報がある程度詳

細に得られる手法を用いることが望ましい。ＲＲＡ手法の場合は、１コミュニティー当たり１週

間程度の期間が必要と考えられ、そのなかでコミュニティー代表者、世帯（社会階層別に３世帯

から数世帯）、住民組織などを対象としたインタビュー調査を中心に実施することになろう。調

査メンバーとしては、社会経済担当団員のほか必要に応じてその他の団員、ローカルで農村社会

調査に精通している者、林業専門家、地域出身者で通訳可能な者などが想定され、合計で４名か

ら５名程度の構成となると考えられる。

　調査内容には、コミュニティーの歴史、人口、世帯数、生計手段、森林の利用管理形態、意思
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決定方法、問題解決方法、既存する住民組織の役割、家庭内での男女の役割、世帯経済、他コミュ

ニティーや他部族とのかかわりなどが含まれよう。調査の結果は、社会林業活動におけるコミュ

ニティーの参加方法や役割など枠組みを明確にしたり、マニュアルを作成する際の知識レベルを

把握するために役立てる。さらに、コミュニティーのニーズや問題点を把握することによって、

コミュニティー開発のための効果的なモデル計画の作成を可能にする。

５－２－４　事業の経済性

　コミュニティー開発において住民の大きな関心の１つは、開発事業がいかに彼らに経済的利益

をもたらすか、であることは明らかである。今回の調査は、マスタープランや総合開発計画の作

成ではなく植林に的を絞ったコミュニティー開発計画づくりであるため、植林活動の経済便益に

ついて説明できないとそのコンセプト自体が住民の間に根づくかが危ぶまれることになる。既述

したように、これまでのプロジェクトの教訓から、事業の経済便益と住民のコミットメントには

密接なつながりがある場合が多いことが分かっている。利益を得るまで時間のかかる植林プロ

ジェクトの経済性をいかに確保し住民にとって魅力あるものとするか、そのための計画づくりが

焦点となる。

　林業局を始め関係機関で協議をした際に、住民主体の植林であっても商業ベースで考えるべき

という意見をよく耳にした。したがって、植林方法に始まり伐採から加工、輸送など市場化まで

を含めた包括的で経済的妥当性のある計画を検討するのはもとより、アグロフォレストリーや木

材の代替利用など住民の植林活動をサポートできるような現金収入の確保の可能性についても調

査が必要と考えられる。

５－２－５　政府スタッフや住民に分かりやすい計画やマニュアルづくり

　本格調査でのアウトプットとして求められるのは、政府の現場担当スタッフや住民が使うため

のガイドライン・マニュアル、そしてコミュニティー開発計画である。そのため、関係者・関係

機関の能力や知識レベル、現状などを十分に把握したうえで、利用者が理解でき有用と感じられ

る内容とすべく留意しなくてはならない。専門的に精緻な調査に裏づけされたアウトプットが求

められることは当然としても、その表現方法については工夫が必要となろう。ＦＡＯ（国連食糧

農業機関）では社会林業の促進に力を入れており普及員や住民向けのマニュアルなども作成して

いるので、参考資料の１つとして利用可能と考えられる。

　調査団が提案する計画やマニュアルが住民に受け入れられるか、例えば住民の役割や参加の方

法などに無理がないかなど確認するにはワークショップの開催が有効な手段の１つとして考えら

れる。上述したように事業の経済性を検討したり、住民の労働提供や金銭的な負担といった考え

方が受け入れられるか確認する場合も、ワークショップの場が活用できよう。
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５－２－６　土地問題

　国土のほとんどは所有権が明確ではない慣習地であり、土地問題の扱い方がその後のコミュニ

ティー開発の成否に大きな影響を与えることになる。慣習地の土地問題については政府をはじめ

援助機関でも有効な対処法を見いだせないでいるが、現在のところ政府はできるだけ土地問題に

介入せず、住民に問題の解決や決定を任せる姿勢である。土地問題の背景には歴史的な経緯や住

民間・コミュニティー間の微妙な問題がある可能性が高いほか、コミュニティーに開発便益がも

たらされることにより土地の所有権を主張する住民が何人も出てくるなどの事例も報告されてい

る。政府といえども土地問題は手におえないとの考えであろうし、少数ながらインタビューした

住民たちも政府の介入を望んでいなかった。

　したがって、本格調査でも土地問題には十分留意し、あえて土地の所有権にからむことには触

れないよう計画やガイドラインを策定するべきと考える。例えば、開発の進め方や利益の配分に

ついて土地の所有者と事業主体が書面で契約を交わすという計画にしたとしても、あとになって

所有者がその契約内容を変えたいといってきたり、新たに土地所有権を主張する住民が出てきた

りと、何ら問題の解決にはなっていない現状がある。サイカ村のように登記済みの土地がベース

となる場合は別として、所有権のはっきりしない慣習地での開発は、本格調査の対象地域の境界

を明確にするといった、従来では当然のことさえ問題の引き金にもなりかねない。本格調査で

は、深刻な土地問題がないと判断されるコミュニティーを調査対象とすべきことは言をまたない

が、調査後に土地問題が発生した場合にも備えて、問題処理の際に主体となる住民がどう機能す

るのか、政府やＮＧＯの役割は何か、などプロセスを明確にしガイドラインに含める程度のこと

は必要であろう。そのためにもコミュニティー内の意思決定や問題解決などメカニズムの実態を

よく調査・分析しておかなければならない。しかしながら、それ以上踏み込んで、例えばコミュ

ニティーにとって新しいメカニズムを計画に導入しても受け入れられない可能性が高く、あまり

意味がないように考えられる。コミュニティーの住民以外の人間が土地の所有権そのものには触

れない、という姿勢がかえって事業の成功につながるように考えられる。
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第６章　調査実施体制

６－１　ステアリングコミッティ、Ｃ／Ｐ配置、執務環境

　調査の円滑な実施を担保するためにステアリングコミッティを設置することで森林環境保全局

（ＤＦＥＣ）と合意した。メンバーはＤＦＥＣの次官、林業局長、計画担当チーフ、ＪＩＣＡで

ある。林業局長はオーストラリア政府からの出向で現局長は2000年10月に交代予定とのことで

あった。ソロモン人でのキーパーソンは計画担当チーフのMr. Gideon Bouro（修士号有）で、彼

との連絡調整を密に行うことが大切である。

　カウンターパートは、計画、造林、社会経済、普及の４分野をミニッツに記載した。その指名

はされていないが数少ない人材のなかでは、計画が前述のMr. Gideon Bouro、造林、社会経済、

普及はムンダの森林研究所勤務のMr. Basil Gua とMr..Julio Kelivani の指名を求めるのが現実的

と思われる。

　本格調査のベースはムンダの森林研究所内に設置する予定である。同研究所は過去の協力によ

りコンピュータールーム、ラボ、冷蔵庫、苗畑を有する。執務スペースとして３×４mの部屋が

２室ある（椅子と机は有り）。調査用機材として、エンジン付きカヌー１隻、簡易測量機材１式、

パソコン＋プリンター、ファックス、コピー機各１台を準備する必要がある。試験事業用資材に

ついては第１次現地調査でリストを作成し、第２次現地調査時迄に調達することとする。

　現地調査費の主要単価は以下のとおりである（1US$=4.34SI$, 13/March/'00）。

・ 車両　250～ 300 SI$ ／日

・ 航空機チャーター　2200 SI$／時間

・ ムンダ～ホニアラ往復航空賃　590 SI$

・ 日本への電話／Fax　8.5 SI$／分

６－２　本邦研修、セミナー開催

　予備調査団時に本邦研修まで協議を行うことはできなかった。第１次現地調査時に候補者と研

修計画を作成する必要がある。

　セミナーについては、ドラフトファイナルレポート説明時の技術移転セミナーに加えて、モデ

ル計画作成時は住民、ガイドライン作成時には政府、ドナー、ＮＧＯ関係者と一緒にワーク

ショップを開催し内容を詰めることを想定している。
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